
 第三次寝屋川市地域福祉計画　活動・事業進捗管理
 　みんながつながる地域福祉プラン

【令和元年７月末時点】

資料番号 ５



計画区分 ページ

１－⑴ 

１　生活の“困りごと”に対応する 

⑴　福祉・介護・子育て支援サービス・活動の充実 P. 1－P. 6

１－⑵ 
⑵　生活困窮からの自立に向けた包括的な支援の充実 P. 6－P. 7

１－⑶ 
⑶　住まいの支援の充実 P. 8      

２－⑷ 
２　ニーズに気付き、支援につなぐ 
⑷　ニーズの把握 P. 8　　　

２－⑸ 
⑸　相談窓口とネットワークの充実 P. 8－P.10

２－⑹ 
⑹　問題を解決する仕組みの充実 P.10－P.11

３－⑺ 
３　地域福祉を知る、学ぶ 
⑺　情報伝達の充実 P.11－P.13

３－⑻ 
⑻　学習と話合いの推進 P.13－P.14

４－⑼ 
４　健康と生きがいを高める 
⑼　健康づくりと介護予防の推進 P.14－P.16

４－⑽ 
⑽　生きがいづくりの推進 P.16      

５－⑾ 
５　地域福祉の担い手を充実する 
⑾　地域福祉活動の担い手の充実 P.16－P.17

５－⑿ 
⑿　福祉サービス等の従事者の確保 P.17－P.18

６－⒀ 
６　地域福祉活動を支える 
⒀　地域福祉活動への支援の推進 P.18－P.19

７－⒁ 
７　一人一人の権利を守る 
⒁　差別や虐待の防止と権利擁護の推進 P.19－P.23

７－⒂ 
⒂　サービスや活動の質の向上 P.23      

８－⒃ 
８　地域のつながりを広げる 
⒃　地域のつながりづくりの推進 P.23－P.24

９－⒄ 
９　快適で安全なまちをつくる 
⒄　ユニバーサルデザインのまちづくり P.24－P.26

９－⒅ 
⒅　安全なまちづくり P.26－P.32

10－⒆ 
10　地域福祉をみんなで進める 
⒆　協働で進める仕組みの充実 P.32      

10－⒇ 
⒇　計画を推進する仕組みの充実 P.33－P.34

P.35－P.59

※　内容については、令和元年７月時点での令和元年度の取組内容、その課題等を取りまとめたものです。
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計画における活動・事業

　先導的取組事項



連番 計画区分 主な活動・事業
新規
充実

担当所属 令和元年度の取組内容
取組に対する課題及び
その対応策・取組方針

目標
年度

関係所属等
先導的
取組
事項

1 １－⑴ 高齢者保健福祉計画の推進 ○ 高齢介護室

　高齢者保健福祉計画（2018～2020）に基づ
き、事業を推進する。
　次期計画策定の参考とするため、介護予
防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実
態調査を実施する。

　高齢者保健福祉計画推進委員会等での意見
を踏まえ、高齢者保健福祉計画（2018～
2020）に基づき、事業を推進する。

－

2 １－⑴
高齢者見守りネットワーク推進事業
の実施

高齢介護室
　福祉事業所だけでなく、配食事業者等とも
連携し、見守りネットワークの充実を図る。

　引き続き、連携先を増やし、見守り体制の
強化を図る。

－

3 １－⑴
高齢者の居場所づくり（街かどデイ
ハウス）

高齢介護室

　介護予防に効果的である社会参加の促進を
図るため、街かどデイハウスが継続して実施
されるよう、運営を補助するとともに、地域
包括支援センターを中心として、専門職によ
る地域の自主的な活動の側面的支援を行う。

　より身近な居場所を確保できるよう、地域
住民だけでなく、事業者等との連携も図る。

－

4 １－⑴
介護予防・日常生活支援総合事業
（介護予防・生活支援サービス事
業）の実施

高齢介護室

　高齢者の介護予防、重度化の防止及び地域
における自立した日常生活の支援のため、介
護予防・生活支援サービス事業を適切に実施
するとともに、地域の実状を踏まえた事業展
開を検討する。

　介護予防・生活支援サービス事業の実績管
理、分析を行い、効果的・効率的な事業実
施・事業展開を図る。

Ｒ２

5 １－⑴ 障害福祉計画の推進 障害福祉課
　第３次障害者長期計画（平成30年度～令和
４年度）・第５期障害福祉計画（平成30年度
～令和２年度）に基づき、事業を推進する。

　障害者長期計画で定めた基本的な方向性の
実現に向けた具体的な取組を推進するため、
平成30年度に作成した「計画推進シート」を
用いて、ＰＤＣＩサイクルにより計画の進捗
状況を管理する。

－
子育て支援課
教育指導課

6 １－⑴
子ども用補聴器電池交換費用助成事
業の実施

障害福祉課

　軽度難聴児世帯の保護者までを対象に、子
ども用補聴器電池交換費用を助成することに
より、難聴児養育家庭の経済的負担を軽減す
る。

　より多くの利用者に制度を理解してもらう
ため、市広報誌、市ホームページ等により周
知を図る。

H30

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理一覧表

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 1
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7 １－⑴
軽度・中度難聴児補聴器等交付事業
の実施

○ 障害福祉課

　市の独自の制度として、国・府の制度の対
象にならない軽度・中度難聴児に対し、補聴
器購入等の費用を助成することで、難聴児家
庭の経済的負担を軽減する。

　より多くの利用者に制度を理解してもらう
ため、市広報誌、市ホームページ等により周
知を図る。

－

8 １－⑴ 子ども・子育て支援事業計画の推進 こどもを守る課

　子ども・子育て支援事業計画に基づく施策
を推進するため、関係課の具体的施策の進行
状況を把握するとともに、子ども・子育て会
議において施策の実施状況の点検・評価を行
う。
　また、教育・保育・子育て支援の充実を図
るため、第２期計画（令和２年度から５年間
計画）を作成する。

　子ども・子育て支援事業計画に基づく施策
の推進を図るため、引き続き、子ども・子育
て会議において、施策の実施状況の点検・評
価を実施する。
　また、第２期計画の作成に当たり、平成30
年度実施のニーズ調査結果を踏まえ、関係課
と情報共有を図りながら、量の見込みと確保
方策を検討し、適切に計画を作成する。

－

障害福祉課
保育課
子育て支援課
学務課
青少年課　等

9 １－⑴
ひとり親家庭等日常生活支援事業の
実施

◎ こどもを守る課

　ひとり親家庭等の方が、社会通念上必要と
認められる場合、または自立促進のために必
要と認められる場合、日常生活の支援を行う
ヘルパーを派遣する。
【提供するサービス】
　　簡単な食事の支度、居室の掃除
　　衣類の洗濯、病院への付き添い
　　日用品の買い物などの生活援助

　中核市移行に伴う移譲事務であり、大阪府
で実施していた時は利用が少なかったことか
ら、児童扶養手当現況届受付時を利用した案
内を行うなど、周知方法等の充実を図る。

―

10 １－⑴ マイ保育所事業の推進 子育て支援課
　妊娠期から支援できるよう、情報提供等の
手法を工夫し、妊娠中の人への事業周知を進
める。

　母子健康手帳の交付時に、マイ保育所事業
の案内チラシを配布する。

－ 保育課

11
１－⑴
２－⑸

子育て世代包括支援センターの設置
（妊娠期から子育て期にわたる切れ
目のない支援 （寝屋川版「ネウボ
ラ」））

子育て支援課

　妊娠届出の際に助産師等による面談を行
い、フォローアップを実施。妊娠期から子育
て期まで、ポピュレーションの充実により幅
広い層の相談・支援の充実を図る。

　助産師・保健師による母子健康手帳交付面
接後のフォローアップを実施し、子育て支援
拠点などと連携した支援の推進を図る。

-

12 １－⑴
ねやがわ☆子育てスタート応援クー
ポン配布事業の実施

○ 子育て支援課

　子育てをしている保護者が、一時預かり事
業等の子育て支援事業を利用し、リフレッ
シュを図りながら、笑顔で子育てができるよ
う、「ねやがわ☆子育てスタート応援クーポ
ン」を配布し、子育て家庭への更なる支援の
充実を図る。
　令和元年度より新たにフッ素塗布を対象事
業に加える。

　市広報誌、市ホームページ、対象者の集ま
る市内保育所等へのＰＲポスターの掲示や等
で周知し、利用促進を図る。

-

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 2
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13 １－⑴
児童受入促進事業の実施（待機児童
ＺＥＲＯプラン）

保育課

　年度途中の児童の受入れを促進するため、
受入れが見込める民間保育所等及び市立保育
所に配置基準の数を上回る保育士１人を配置
する。

<概要>
・民間保育所等
　配置基準を上回る保育士１人分の人件費を
補助
　【補助上限額：月額 300,000円】
・市立保育所
　各保育所にアルバイト保育士１人配置

　年度途中の積極的な児童の受入れを促進す
るため、常時配置基準を上回る保育士１人を
配置する必要があることから、民間保育所等
に保育士広域募集支援事業補助金、保育士バ
ンク事業等の活用を促し、積極的な保育士確
保を図る。

Ｒ３

14 １－⑴
保育士処遇改善事業の実施（待機児
童ＺＥＲＯプラン）

保育課

　保育士の確保及び職場への定着を図るた
め、市独自で保育士の処遇改善事業を期間限
定で実施する。

<概要>
・民間保育所等
　平成29年度から令和元年度までの間に初め
て市内で正規職員として採用された保育士に
対する補助
  <月額>１年目:15,000円、２年目:8,000
        円、３年目:3,000円
・市立保育所
　保育士（アルバイト職員）の賃金単価加算
予定

　市単独で保育士の処遇改善を行うことで、
保育士確保及び職場への定着を図るととも
に、年間を通じた待機児童解消につなげるた
め、本事業について、様々な手法を活用し、
広域的かつ積極的なＰＲ・情報発信を行う。

Ｒ３

15 １－⑴
保育士宿舎借り上げ支援事業の実施
（待機児童ＺＥＲＯプラン）

○ 保育課

　保育士の家賃負担の軽減を図るため、民間
保育所等が保育士の入居用に借り上げた宿舎
の費用を補助する。

<概要>
・補助単価
　１戸当たり　月額 61,500円（上限）
　※ 平成29年４月１日以降に市内民間保育
　　所等に初めて採用された保育士について
　　は、１戸当たり月額82,000円を補助

　民間保育所等が保育士の入居用に借り上げ
た宿舎に保育士が入居した場合に補助を行う
ことで、保育士が働きやすい職場環境の充実
を図る。
　また、現在、市外に在住・在勤する保育士
が市内保育所等で勤務するよう、平成29年４
月１日以降に市内民間保育所等に初めて採用
された保育士に対する補助金額を拡充した。

Ｒ３

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 3
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16 １－⑴
保育士広域募集支援事業補助事業の
実施（待機児童ＺＥＲＯプラン）

○ 保育課

　市内で民間保育所等を運営する事業者によ
る北河内七市を超える広域を対象とした保育
士求人広告の掲載、就職説明会等への参加に
対し支援する。

<概要>
・補助率：１／２（１回当たり 上限20,000
円）
　※ 大阪府外のみを対象とする広告掲載費
　　用の補助
　　　・補助率：２／３（１回当たり
      上限26,666円）

　市内で保育士が勤務先を変更するなどの事
例では、市全体としての待機児童対策にはつ
ながらないことから、より広域で保育士の確
保を図るため、民間保育所等が実施する保育
士募集等を支援する。
　また、大阪府外からの保育士確保を促進す
るため、大阪府外のみに掲載する広告掲載経
費に対する補助率を拡充した。

Ｒ３

17 １－⑴ 待機児童ＺＥＲＯプランＰＲの実施 保育課

　「待機児童ＺＥＲＯプラン」を様々な手法
により広域で情報発信し、保育士の確保を図
る。

<概要>
・待機児童ＺＥＲＯプランＰＲ用ポスター・
リーフレットの作成
・保育士募集求人広告の掲載

　近隣市においても、積極的な待機児童対策
に取り組んでおり、今後、更なる保育士不足
が懸念されることから、待機児童ＺＥＲＯプ
ランの知名度を高め、市内保育所等における
保育士の確保を図るため、保育士をターゲッ
トとした待機児童ＺＥＲＯプランのＰＲを実
施する。

Ｒ３

18 １－⑴
潜在保育士就職促進事業の実施（待
機児童ＺＥＲＯプラン）

保育課

　保育士資格取得者で保育所等に就労してい
ない潜在保育士の就労を促進するため、民間
保育所等に就労した潜在保育士に補助を行
う。

<概要>
・対象
　保育士資格取得者で保育所等に就労してい
ない保育士又は保育士離職から一定期間が経
過した保育士
・補助金額
　１人当たり30,000円（１回限り）

　潜在保育士の市内民間保育所等への就労を
促進することで、保育士を確保するととも
に、年間を通じた待機児童解消につなげるた
め、本事業について、様々な手法を活用し、
広域的かつ積極的なＰＲ・情報発信を行う。

Ｒ３

19 １－⑴
保育士試験受験料支援事業の実施
（待機児童ＺＥＲＯプラン）

保育課

　新たに資格を取得した保育士が民間保育所
等に就労した際に、保育士試験の受験料を支
援する。

<概要>
・対象
　保育士試験によって新たに資格を取得し、
民間保育所等に就労した保育士
・補助金額
　１人当たり12,700円（１回限り）

　保育士試験によって資格を取得した保育士
の試験受験料を支援することで、保育士を確
保するとともに、年間を通じた待機児童解消
につなげるため、本事業について、様々な手
法を活用し、広域的かつ積極的なＰＲ・情報
発信を行う。

Ｒ３

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 4
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20 １－⑴
ねやがわ保育セミナーの開催（待機
児童ＺＥＲＯプラン）

◎ 保育課

　保育士等が働きやすい環境を整備するた
め、市内保育所等に就労している保育士等を
対象として、年間を通じて保育に関する実務
的なセミナーを実施する。

<概要>
・市内保育所等に就労している保育士を対象
に、障害児保育、家庭支援などのテーマに応
じ、講義又は実践形式で実施形式で実施
・市内保育所等に就労している保育士に加
え、保育士志望の学生を対象に、知名度の高
い講師による300人規模の講座を開催

　市内民間保育所等に勤務する全保育士等を
対象に、保育の課題や悩みの解消につながる
講座をパッケージ化した年間を通じたセミ
ナーを開催することで、保育士が働きやすい
環境を整備し、保育士確保、保育の質及び職
場への定着率向上並びに待機児童ＺＥＲＯプ
ランの魅力向上を図る。

21 １－⑴
保育所保育料等の無償化（幼児教育
無償化の実施）

◎ 保育課

　令和元年10月１日に開始する幼児教育無償
化の一環として、保育所保育料を無償化する
とともに、保育所等を利用していない保育の
必要性がある児童については、上限額の範囲
内で一時預かり事業等の利用料を無償化し、
保護者の経済的負担の更なる軽減を図る。

<概要>
・３歳以上：全世帯が無償化対象
・０歳～２歳：市民税非課税世帯が無償化対
象

　令和元年10月1日から幼児教育の無償化が
開始されることから、無償化の対象となる世
帯に対し、制度等の周知を図る。

－

障害福祉課
子育て支援課
子育てリフレッ
シュ館

22 １－⑴ 留守家庭児童会の体制整備 青少年課

　小学１年生から６年生までの就学児童を対
象に、放課後の余裕教室等を利用した遊び、
学び、生活の場の提供を通じて、児童の自主
性、創造性、基本的な生活習慣の確立、健全
な育成等を図る。

　入会児童数に応じた余裕教室の確保や安全
に配慮した設備・備品等の確保に努め、安
全・安心な保育の充実に努める。

－

23 １－⑴ まちかど福祉相談所の開設 社会福祉協議会

　地域で気軽に相談できる窓口として設置し
た、まちかど福祉相談所（市内15か所）の取
組を進める。
　また、校区の状況に応じて、相談所の増
設、出張まちかど福祉相談所の取組を進め
る。

　多くの市民が、まちかど福祉相談所を活用
できるよう、相談の機会を絶え間なく提供す
るとともに、広報活動を強化する。

－

24 １－⑴ 公益活動支援公募補助金事業の実施 企画政策課

　市民団体等が自主的・自発的・主体的に行
う、公共の福祉の向上及び市民の利益の増進
につながり、かつ、公益上の必要性が認めら
れる事業に対し、公益活動支援公募補助金を
交付する。

　公益活動を取り巻く環境の変化に合わせ、
制度の在り方について検討する。

－

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 5
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25 １－⑴ 小地域ネットワーク事業の支援 福祉総務課

　社会福祉協議会が行う小地域ネットワーク
事業の円滑な運営を支援するため、社会福祉
協議会に対し、校区福祉委員会活動助成金等
に係る補助金の交付等の支援を行う。

　地域の高齢者、障害者、子育て中の親な
ど、支援を必要とする人が安心して生活でき
るよう、引き続き、社会福祉協議会が行う小
地域ネットワーク事業を支援する。

－ 社会福祉協議会

26 １－⑵
生活困窮からの自立に向けた包括的
な支援の実施

○ 保護課

　自立相談支援、就労準備支援、一時生活支
援、住居確保給付金の支給及び生活困窮世帯
の子どもの学習支援を実施し、生活困窮者の
支援を行う。
　新たに、家計改善支援を実施し、自立相談
支援及び就労準備支援と一体的な支援を推進
する。

　生活困窮世帯の多くは複合的な要因が重な
り合っており、関係課、ハローワーク、保健
所等との連携が不可欠であるため、支援調整
会議等で連携しながら、生活困窮者への支援
を行う。

－
こどもを守る課
青少年課
社会福祉協議会

27 １－⑵
生活困窮からの自立に向けた包括的
な支援の実施

社会福祉協議会

　地域における生活困窮者からの相談内容に
基づき、支援調整会議を通じて個別支援計画
を策定する。
　また、大阪弁護士会等関係機関と連携して
自立に向けた支援を行う。

　生活困窮者を早期発見・早期対応するた
め、より一層、市の窓口（庁内連携）や関係
機関との連携を強化する。
 　令和元年度保護課で実施する家計改善支
援事業と連携する
　地域貢献委員会との連携を強化し、食料支
援、就労支援等の取組を継続的に実施する。

－ 保護課

28 １－⑵ 生活保護適正化事業の実施 保護課

　市民から提供された援助が必要な世帯の情
報、不正受給などの情報に基づき、市として
必要な対応を行うとともに、悪質な不正受給
に対しては警察と連携して刑事告訴を行うな
ど、生活保護の適正化を推進する。

　生活保護の適正化を進めるに当たっては、
市民からより多くの情報を提供してもらう必
要があるため、市広報誌や市ホームページに
より周知を図る。

－

29 １－⑵ 就労支援事業の推進 産業振興室

　ねやがわシティ・ステーション内の地域就
労支援センターにおいて、就職困難者に対し
て就労相談を実施する。
　また、併設されたハローワーク枚方職業紹
介コーナー等の関係機関と連携し、就労支援
事業を実施する。

　若者、女性、高齢者、障害者等が気軽に求
職活動を行えるよう、就労支援コーディネー
ターによる就労相談やハローワーク等の関係
機関と連携し、就労支援を行う。

－

人権文化課
高齢介護室
障害福祉課
こどもを守る課
青少年課
大阪労働局
ハローワーク枚
方

30 １－⑵ 就労支援事業の推進 保護課

　就労による自立を図るため、就労支援員を
はじめとする各専門員との連携をはじめ福祉
事務所内ハローワーク「就労支援ねやがわ」
の積極的な活用により包括的な就労支援を行
う。

　就労支援の結果、就労につながるも短期間
で離職する事例があるため、就労後の継続的
な面談等を実施する。

－
産業振興室
社会福祉協議会

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 6
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31 １－⑵ 就労支援事業の推進 障害福祉課

・障害者の市庁舎内実習について、関係機関
と連携した実習を継続することで、就労に向
けたスキルアップを目指す。
・就職者、就労支援事業所 、企業の発表、
企業面接会の実施を通じて、障害者就労の周
知・啓発を図る。

・総合センター閉館に伴い、実習場所の確保
が困難となるが、関係機関と連携しながら市
庁舎内実習を継続し、一般就労及び就労移行
事業所の周知・啓発を図る。
・支援者、企業、当事者が連携してエル・ガ
イダンスを実施する。
・生活困窮者支援を活用し、就労支援及び緊
急での生活困窮者への対応を進める。

－
産業振興室
保護課
社会福祉協議会

32 １－⑵ 就労支援事業の推進 社会福祉協議会

　就労能力及び就労意欲のある人が、早期に
就労できるよう、就労ねやがわの活用を積極
的に行うとともに、社会福祉協議会の就労支
援員による一般職業適性検査等を実施する。
　また、就労よりも生活習慣の形成、社会参
加、職場体験等のプロセスが必要な場合に
は、就労準備支援事業による支援を行う。

　多種多様な支援ができるよう、社会資源の
活用や就労準備支援事業のプログラムの充実
を図る。就労先の事業所開拓をさまざまな関
係者の協力を得て取り組む。
　また、地域貢献委員会と連携して行う就労
体験の実施やボランティアセンター活動等を
通して社会参加の機会を提供する。

－

産業振興室
保護課
障害福祉課
ハローワーク

33 １－⑵
生活困窮者自立支援のための子ども
の学習支援の実施

保護課
　小中学校休業日等学習支援事業等、教育委
員会と連携を図りながら、生活困窮世帯の子
どもに対する学習支援を実施する。

　学習習慣の定着には、子どもへの地道な働
きかけと同時に家庭への支援が重要なことも
多く、両者のバランスを見ながら支援を行
う。

－

こどもを守る課
教育指導課
青少年課
社会福祉協議会

○

34
１－⑵
９－⒄

高齢者交通系ＩＣカード購入補助事
業の実施（旧高齢者バスカード購入
補助事業）

○ 高齢介護室

　交通系ＩＣカードの購入費用に対する補助
金額を増額（1,500円→2,000円）して実施
し、高齢者の介護予防、閉じこもり防止を図
る。

　事業の周知により、高齢者の外出を促し、
社会参加を促進する。

－

35
１－⑵
10－⒆

障害者スポーツ・レクリエーション
大会、障害者ボウリング大会開催事
業

障害福祉課

　障害者のスポーツを通じた社会参加を促進
するとともに、障害者のスポーツ振興を図る
ため、京阪ブロック障害者スポーツ・レクリ
エーション大会への参加、障害者ボウリング
大会を実施する。

・令和元年８月４日に障害者ボウリング大会
をなわてボウルで実施する。
・令和元年10月20日に交野ドームで開催され
る、京阪ブロック障害者スポーツ・レクリ
エーション大会（北河内７市共催）に参加す
る。

－

36
１－⑵
９－⒄

移動支援事業の実施 障害福祉課
　屋外での移動が困難な障害者等に対し、外
出のための支援を行うことにより、地域生活
における自立と社会参加を促進する。

　個々の状況を踏まえつつ、基準に基づき、
適正な支給決定を行う。
　また、要綱等に基づき、適切に事業を実施
する。

－ ○

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 7
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37 １－⑶
地域生活を支援する住宅や居住型の
施設の整備の推進

高齢介護室

　認知症高齢者や一人暮らし高齢者が、でき
る限り住み慣れた地域で安全・安心に暮らせ
るよう、地域密着型サービスを始めとした施
設整備を進める。

　今後も高齢者保健福祉計画に基づき、適切
に地域密着型サービスを始めとした施設整備
を進める。

－

38 １－⑶ 重度障害者住宅改造助成事業の実施 障害福祉課

　重度（身体１・２級、体幹機能３級、下肢
機能３級、療育Ａ）障害者が住み慣れた地域
で安心して生活できるよう、住宅改造費用の
一部を助成する。

　住宅改造費用に対し適切に助成するため、
職員の資質向上のための学習機会の確保や、
事業に必要な情報を収集するとともに、建築
関係課等との連携強化を図る。

－

39 ２－⑷
地域での見守り・声かけなどによる
ニーズの把握

社会福祉協議会

　校区福祉委員会を中心とする見守り活動を
支援するため、企業、事業所等と連携した見
守り活動の実施に向けた支援を行う。
　また、平成30年度に作成した見守り活動に
関する手引書を活用し啓発を図る。

　校区福祉委員会による見守り活動で把握し
た福祉ニーズや課題を、社会福祉協議会及び
関係機関に適切に情報伝達するため、校区福
祉委員会内の情報伝達方法の確立に向けた支
援を行う。

－

40 ２－⑷
地域協働協議会による福祉に関する
地域課題の把握

市民活動振興室

　福祉に関する取組その他各種取組を各地域
協働協議会に情報共有することで、各小学校
区の地域課題を把握するとともに、地域協働
協議会が行う取組を支援する。

　地域協働協議会関係者会議等により、各小
学校区の取組、先進事例等について情報共有
し、地域の課題を地域で解決する地域協働協
議会の取組を支援する。

－ 社会福祉協議会

41 ２－⑸
地域包括支援センター（高齢者の総
合相談窓口等）の運営

高齢介護室

　各中学校区に設置した地域包括支援セン
ターにおいて、介護予防ケアマネジメント事
業、総合相談・権利擁護事業、包括的・継続
的マネジメント事業を一体的に実施する。

　引き続き、地域住民に地域包括支援セン
ターの取組等を周知するとともに、地域の
ネットワーク構築を推進する。

－

42
１－⑴
２－⑸

高齢者見守りネットワーク推進事業
（再掲）、認知症地域支援体制まち
づくり事業の実施

高齢介護室

　福祉事業所だけでなく、配食事業者等とも
連携し、見守りネットワークの充実を図る。
　また、認知症の早期の段階からの適切な診
断と対応、認知症に関する正しい知識や理解
の普及・啓発などを実施し、総合的かつ継続
的な認知症支援体制を確立する。

　引き続き、連携先を増やし、見守り体制の
強化を図る。

－

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 8
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43 ２－⑸ 在宅医療・介護連携推進事業の実施 高齢介護室

　医療と介護の両方を必要とする状態の高齢
者が住み慣れた地域で生活を継続できるよ
う、看護師等を配置した在宅医療・介護連携
推進センターの拠点機能をいかし、在宅医療
と介護サービスを一体的に提供するための医
療機関、介護事業者等の連携を推進する。

　在宅医療・介護連携を推進するため、関係
機関のネットワークを構築する。

－

44 ２－⑸
福祉・子育て安心ほっとラインの設
置

高齢介護室

　市民の利便性の向上を図るため、高齢者介
護、障害者福祉及び子育てに関する市民から
の問合せを、24時間365日受け付け、内容に
応じた窓口を案内する、福祉・子育て安心
ほっとラインを継続して設置する。

　チラシを全戸配布及び自治会回覧により事
業を周知し、市民の利便性の向上を図る。

－
障害福祉課
子育て支援課

45 ２－⑸ 基幹相談支援センターの機能の充実 障害福祉課

　障害者のための総合相談、専門相談、地域
移行、地域定着、地域の相談支援体制の強
化、権利擁護、虐待防止に関する相談支援
ネットワークの中核を担う機関として、市と
相談支援事業所が連携するネットワーク型の
運営を行う。

　複合した問題を抱えるケース、虐待通報・
相談、病院からの地域移行等の相談件数の増
加や困難事例の増大に対応するため、基幹相
談支援センター等機能強化事業を委託する事
業所との連携を強化する。
　また、特定相談支援事業所に働きかけ一般
相談支援事業所の指定数増加を促し、相談機
能の充実を図る。

－

46 ２－⑸
母子家庭等就業・自立支援センター
事業

◎ こどもを守る課

　母子家庭の母等の自立に向けた就業支援
や、生活の安定と児童の福祉の増進を図るた
め、養育費の取り決めや確保などに関する相
談体制を整備するなど、母子家庭の母等への
就業及び自立支援を総合的に行うことを目的
とする。
【主な事業内容】
　　就業支援事業、就業支援講習会事業
　　就業情報提供事業、養育費等相談事業

　本市の自立支援員による相談業務を通じ
て、講習会実施の案内をはじめとするセン
ター事業の活用を促すとともに、児童扶養手
当現況届受付時を利用した案内を行うなど、
周知方法等の充実を図る。

―

47
１－⑴
２－⑸

子育て世代包括支援センターの設置
（妊娠期から子育て期にわたる切れ
目のない支援 （寝屋川版「ネウボ
ラ」））

子育て支援課

　妊娠届出の際に助産師等による面談を行
い、フォローアップを実施。妊娠期から子育
て期まで、ポピュレーションの充実により幅
広い層の相談・支援の充実を図る。

　助産師・保健師による母子健康手帳交付面
接後のフォローアップを実施し、子育て支援
拠点などと連携した支援の推進を図る。

ー

48 ２－⑸
子育て総合支援拠点　ＲＥＬＡＴＴ
Ｏ（リラット）の運営

○
子育てリフレッ
シュ館

　遊びスペースの運営及び一時預かり事業、
リフレッシュ講座、季節感のあるイベント等
を実施するとともに、リラットのPRに資する
取組を実施することで、更なる利用促進を図
る。

　館のＰＲを行うため、以下の事業を実施す
る。
・開館１周年記念イベントの開催
・市内４駅前及び大型商業施設での街頭啓発
・インターネットバナー広告の掲載及びPR動
画の作成
・リラット絵本の作成等

-
都市プロモー
ション課

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 9
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49 ２－⑸ 産後ケア事業の実施 ○ 子育て支援課

　医療機関などに宿泊するショートステイ及
びデイサービスを実施。利用者の経済負担の
軽減を図るため、非課税世帯などの利用料の
軽減を行う。

　産後ケア事業の充実に関する、市民への周
知方法を検討する。

Ｒ１

50 ２－⑸ 保育コンシェルジュの配置 保育課

　保育を希望する保護者に対して、ニーズに
応じた保育施設、様々な保育サービス等の情
報を提供するとともに、保育サービスの利用
に関する相談等に対応する保育コンシェル
ジュを配置する。

<概要>
・保育士１人の配置(保育課窓口)

　情報提供等を専門的に行う保育コンシェル
ジュを配置することで、保護者等が保育所入
所を検討する段階から活用可能な保育サービ
ス等についての情報提供の充実を図る。

－

51 ２－⑸
コミュニティソーシャルワーカーの
配置促進

社会福祉協議会

　各コミュニティセンターエリアにコミュニ
ティソーシャルワーカーを配置し、まちかど
福祉相談員や生活支援コーディネーターと連
携しながら、制度の狭間の問題への対応や地
域での支え合い活動の仕組みづくりを支援す
る。

　制度の狭間を含めた様々な福祉課題、生活
課題等が多様化・深刻化している中、課題の
把握及び解決、地域での支え合い活動の仕組
みづくりを進めるため、コミュニティソー
シャルワーカーの必要性、計画的な増員等に
ついて検討する。

－

52 ２－⑸ 地域に密着した相談支援の充実 社会福祉協議会

　地域で気軽に相談できる窓口として設置し
た、まちかど福祉相談所（市内15か所）の取
組を進める。
　また、校区の状況に応じて、相談所の増
設、出張まちかど福祉相談所の取組を進め
る。

　まちかど福祉相談所の相談員には、必要な
研修を修了した者を配置しているが、より一
層、相談者に寄り添い、細やかな支援を行え
るよう、今後も研修や事例検討の実施など、
継続して必要な支援を行う。

－ 福祉総務課

53 ２－⑹
コミュニティソーシャルワーカー配
置事業の支援

福祉総務課

　援護を必要とする高齢者、障害者、子育て
中の親などに、相談援助、必要なサービス等
を行うため、社会福祉協議会に対しコミュニ
ティソーシャルワーカー(ＣＳＷ)７人に係る
補助金を交付する。
　また、ＣＳＷの体制について、高齢介護室
が進める地域支え合い推進事業、国が進める
「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業等
の内容等も踏まえ、各事業と連携、活用等す
ることでＣＳＷの体制強化を図る。

　今後、ＣＳＷの体制等について、関連する
事業の進捗状況及び社会福祉協議会への委託
事業等の在り方、高齢介護室が進める地域支
え合い推進事業、国が進める「我が事・丸ご
と」の地域づくり推進事業等の内容等を踏ま
え、調査・研究を行う。

Ｒ１ 社会福祉協議会 ○

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 10
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54 ２－⑹
生活困窮者自立支援事業庁内会議の
実施

保護課

　生活困窮者の自立支援に向けた連携を図る
ため、庁内会議を開催し、これまでの相談実
績、令和元年度取組内容等について情報共有
を行う。

　更なる庁内連携を図る必要があるため、新
たに保健予防課及び教育指導課の課長を会議
のメンバーに加える。
　また、子どもの学習支援について、関係課
と連携し、支援を行う。

－

広報広聴課
納税課
滞納債権整理回
収室
人権文化課
産業振興室
消費生活セン
ター
健康推進室
保険事業室
高齢介護室
障害福祉課
こどもを守る課
業務課
教育研修セン
ター
青少年課
社会福祉協議会

55 ２－⑹ 見守りネットワークの充実 社会福祉協議会

　単身高齢者、要介護高齢者世帯、引きこも
りがちな人などを対象に、体調の変化、福祉
課題に早期に気づけるよう、関係機関、民間
事業所等と連携し、安否確認の仕組みづくり
や見守りネットワークづくりを推進する。

　見守り活動については、普段の生活の中で
できるボランティア活動であるが、担い手が
不足している。
　企業、事業所等と連携した見守り活動の具
体的な仕組みづくりや見守り活動における連
絡・対応体制を構築することで、活動の負担
軽減を図るとともに、地域のネットワーク等
を活用した広報活動を行い、活動への理解を
求める。

－
高齢介護室
障害福祉課
青少年課

56 ３－⑺ 定住促進等に向けた情報の発信 ○
都市プロモーショ
ン課

　「寝屋川市シティプロモーション戦略基本
方針」に基づき、市内外のターゲット層に対
して、市の特長的な施策・事業等を戦略的・
継続的にＰＲすることにより市のイメージ
アップを図るとともに、市の魅力に対する関
心・共感を得て、定住の促進を図り、市民満
足度を向上させる。
　その取組として、インターネット広告の活
用及び在阪準キー局のテレビ番組等を活用し
た市政情報の発信を行う。

・インターネット広告については、対象事業
を１事業から５事業へ拡大し、ターゲット層
の意識や行動及び発信情報や対象地域に合わ
せた配信を行い、市の魅力、特長的な施策・
事業等の効果的なＰＲを図る。
・テレビ番組等の活用については、民間企業
のスキル・ノウハウを活用し、市の魅力、特
長的な施策・事業等の効果的なＰＲを行い、
市の認知度向上及びイメージアップを図る。

－

広報広聴課
人事室
保育課
子育て支援課

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 11
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57 ３－⑺ 携帯端末用アプリケーションの構築 ○ 広報広聴課

・公共施設予約システムや健康管理システム
との連携、校区情報の拡大（市立保育所・幼
稚園）など、更なる機能強化、利便性向上を
図る。
・アプリの機能を活用した利用者アンケート
を実施する。
・転入、入学などのタイミングを捉えたＰＲ
を行う。

　更なるアプリの機能強化及び周知の充実を
図る。

－

情報化推進課
子育て支援課
健康推進室
保育課
学務課

○

58 ３－⑺
子育てに関する携帯端末用アプリ
ケーションの管理

子育て支援課
子育てリフレッ
シュ館

　携帯端末用アプリケーションの一時保育予
約システムをリラット・子育てリフレッシュ
館で実施する一時預かり事業に活用してい
る。
　また、地域の親子が参加できるイベント情
報を配信している。

・一時預かり予約システムの適切かつ安定的
な活用
・子育て情報の継続的な配信

-
情報化推進課
広報広聴課

○

59 ３－⑺
様々なメディアや場を活用した情報
の発信

高齢介護室

　従来からの市広報誌、市ホームページ、出
前講座等による事業周知に加え、自主的な介
護予防の取組を支援、充実させるため、元気
アップ体操のＤＶＤ等、動画により周知す
る。

　既存のツール、会議体を活用した事業周知
を推進するとともに、より伝わる周知方法や
時期を検討し、的確な情報発信につなげる。

－

60 ３－⑺
様々なメディアや場を活用した情報
の発信

障害福祉課
　必要な情報は、窓口での配架をはじめ、
ホームページへの掲載など、様々な手法を活
用して情報発信する。

　障害のある方への情報伝達にあたっては、
様々な障害等を踏まえて、分かりやすい伝達
方法を用いるよう、研修等を通じて周知を図
る。

－
高齢介護室
社会福祉協議会

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 12
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61 ３－⑺
様々なメディアや場を活用した情報
の発信

社会福祉協議会

【ホームページ】
　ホームページボランティア「くりっく☆
ねっと」と協働でホームページを運用し、市
民に親しみやすく分かりやすい情報発信を行
う。
【機関紙広報虹の発行】
・年４回（５月、８月、11月、２月）機関紙
「虹」を発行する。
・機関紙「虹」発行の際、各号２回の広報編
集委員会（福祉委員等が委員）を開催し、市
民目線での見出しや原稿作りを行う。
・社会福祉協議会事業等の地域福祉情報を市
広報誌に掲載する。
【ＳＮＳの運用】
　ＳＮＳを活用した情報発信を行う。
Facebook、Twitter、Instagramのアカウント
を用いて、社会福祉協議会の取組みや地域で
の福祉活動の様子を発信する。

【ホームページ】
　ボランティアグループの高齢化が進んでい
るため、若い世代のボランティアを養成す
る。
【機関紙広報虹の発行】
　市民に取ってもらえる広報誌にするため、
視覚的にも読みやすい広報誌づくりに取り組
む。
【ＳＮＳの運用】
　Facebook、Twitter、Instagramを駆使し
て、SNSを活用している。若い世代を中心に
地域福祉活動に関心を深めてもらえるよう、
職員が情報の更新を行う。

－
高齢介護室
障害福祉課

62 ３－⑺ 子どもの養育支援事業の実施 こどもを守る課

　離婚相談や離婚届の届出時等に、養育費に
関する取決めの重要性について理解を促すと
ともに、相談窓口に関するチラシを配布し、
周知する。

【チラシ作成枚数】
　10,000枚
【設置場所】
　こどもを守る課、広報広聴課、人権文化
課、市民課

─
広報広聴課
人権文化課
市民課

63 ３－⑺ 子育て情報の配信
子育て支援課
子育てリフレッ
シュ館

　メールねやがわ配信サービス「子育て情
報」のカテゴリ及び市公式アプリの登録や、
LINE@等のSNSの活用を推進することにより、
子育て情報の配信の充実を図る。

　メールねやがわ、市公式アプリ及びLINE＠
に登録してもらうため、窓口やリラットの遊
びスペース会員登録時、母子健康手帳の交付
時などに、案内チラシを配布し、より多くの
人に子育て情報を配信できるようにする。

－

64 ３－⑻ 福祉の心を育む学習の実施 教育指導課

　各小中学校において、様々な組織、団体、
事業所の協力の下、道徳や総合的な学習の時
間を中心に、調べ学習、擬似体験活動、体験
談等の福祉の心を育む学習を実施する。

　関係諸団体と連携しながら、体験活動や交
流学習を実施する。

－ 社会福祉協議会

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 13
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65 ３－⑻
学校・地域などでの福祉に関する学
習や話合いの機会の充実

社会福祉協議会

・小中高等学校の教員を対象に福祉学習の説
明会を実施し、福祉教育を推進する。
・小中学校での福祉学習において、ボラン
ティアグループ、当事者、校区福祉委員会に
よる、高齢者・障害者等の体験の講話等を行
う。
・市が新規採用職員に実施する福祉教育研修
に協力する。
・校区担当職員が校区の会議、研修等で地域
の福祉課題についての話合いを進める。
・市民ふくし講座を開催し、福祉啓発を行
う。
・福祉教育の在り方について、地域住民、関
係機関と検討する場を設ける。

　福祉教育協力ボランティアの高齢化が進
み、対応できる範囲が限られるなど、ボラン
ティアグループの負担が増している。
　若い世代のボランティアの育成を行うとと
もに、今後の福祉教育の取組内容、実施方法
の改善等を検討する。

－ 教育指導課

66 ４－⑼
健康づくり事業の実施
（健康づくり実践講座、ワガヤネヤ
ガワ健康ポイント事業等）

健康政策課
健康づくり推進課

・健康づくりプログラムを全戸配布し、各種
健康増進事業と健康づくりの取組や年間計画
を周知する。
・健康に関する様々なテーマで健康づくり実
践講座を開催し、自分や家族の健康づくりを
推進する。
・市民の各種健康増進事業への参加を促すた
め、ワガヤネヤガワ健康ポイント事業を実施
する。

・健康づくり実践講座等の健康教室では、特
に若い世代の参加者が少ないため、一時保育
を充実するなど、参加しやすい環境づくりに
努める。
・ワガヤネヤガワ健康ポイント事業は新たに
地域協働協議会と連携し応募者の増加を図
る。

－

67 ４－⑼ 休日診療、障害者歯科診療の実施 健康政策課

・市立保健福祉センター診療所において、日
曜日、祝日、年末年始に、内科・小児科・歯
科の休日診療を実施する。
・市立保健福祉センター診療所において、毎
週木曜日及び第１・第３火曜日（祝日及び年
末年始を除く。）に障害者（就学前の障害児
童を除く。）を対象とした歯科診療を実施す
る。

　休日診療については、一般的に医療機関が
診療を行っていない時間帯の診療を実施し、
障害者歯科診療については、通常の歯科診療
所での受診が困難な人を対象として実施する
ことにより、市民が安心して受診できる診療
体制を確保する。

－

68 ４－⑼ 特定健診、保健指導事業の実施 健康づくり推進課

　40歳から74歳までの国民健康保険の被保険
者に特定健診を実施するとともに、特定保健
指導対象者に保健指導を行う。
　また、特定保健指導対象者以外のハイリス
ク者への重症化予防事業を実施し、かかりつ
け医や専門医の治療につなげる。

　特定健診受診率の向上のため、未受診者対
策の継続実施に加え、健診自己負担額を無料
にする。
　また、非肥満の高血圧、高血糖等、ハイリ
スク者への保健指導に重点を置き、各保健指
導教室（腎機能・血圧・血糖）の充実を図
る。

－

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 14
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69 ４－⑼ 健康増進計画の推進
健康政策課
健康づくり推進課

　健康増進計画に基づき、市民の健康増進を
総合的に推進するための各種施策・事業を実
施するとともに、健康増進計画推進委員会を
開催し、事業の進捗管理及び健康増進に係る
施策の検討を行う。
　また、市民の健康意識を高揚するため、ワ
ガヤネヤガワ健康フェスタを開催する。

・健康増進計画の進捗管理に当たり、庁内の
関係所属に事業の進捗状況について照会を実
施する。
・ワガヤネヤガワ健康フェスタを既存の事業
と一体的に開催し、健康づくりの総合的なイ
ベントとして開催する。

－

70 ４－⑼
第３期特定健康診査等実施計画及び
第２期データヘルス計画の推進

健康づくり推進課

　「高齢者の医療の確保に関する法律」に基
づいた第３期特定健康診査等実施計画、「国
民健康保険法」に基づいたデータヘルス計画
での健康課題に基づき、特定保健指導・重症
化予防事業・特定健診未受診者対策の充実を
図る。

　データヘルス計画に掲げた取り組むべき健
康課題について、次の事業を実施する。
・新規人工透析患者を減少させるため、糖尿
病性腎症の教室の対象者を拡充し、未来所者
へ家庭訪問を実施する。
・メタボリックシンドローム該当者を減少さ
せるため、特定保健指導の充実を図る。
・重症化予防事業を継続し、高血圧・高血
糖・ＣＫＤ対策を図る。
・特定健診対象者のうち、若年層の未受診率
が高いため、若年層に対する受診勧奨を行
い、受診率の向上を目指す。

－

71 ４－⑼ 食環境づくり等の推進 ◎ 保健総務課
　市内の飲食店等に対して、大阪ヘルシー外
食推進協議会の「うちのお店も健康づくり応
援団の店」事業を推進する。

　「うちのお店も健康づくり応援団の店」を
通じて、市民の健康づくりを食生活から支援
する。
　食に関係する機関・団体との連携による
「応援団の店」の啓発を行う。

72 ４－⑼ 地域リハビリテーション活動の支援 ○ 高齢介護室

　高齢者の個別課題を明確化し、指導するこ
とで介護予防をより一層効果的に推進するた
め、リハビリテーション専門職を高齢者の自
宅に派遣し、訪問指導を実施する。

　リハビリテーション専門職等の派遣体制等
について検討する。

－

73 ４－⑼ 地域支え合い推進事業の実施 ○ 高齢介護室

　介護予防・生活支援サービス事業における
担い手の養成を継続して行うとともに、地域
支え合い推進員を配置し、地域住民だけでな
く、事業者との連携も図りながら、多様な主
体による生活支援体制を整備する。

　地域資源の把握から始め、地域住民、医
療・介護事業者、商店等、多様な主体のネッ
トワーク化を図る。

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 15
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74 ４－⑼
元気アップ介護予防ポイント事業の
推進

高齢介護室

　高齢者、障害者等の受入施設で活動を行う
高齢者に対し、金銭に転換可能なポイントを
付与することで、社会参加を通じた積極的な
介護予防の取組を推進する。

　引き続き、事業周知を図り、登録者数や受
入施設数を増やすとともに、実際に活動や受
入を実施した実働率・受入率を増やす。

－ 社会福祉協議会

75 ４－⑼ 市民向け介護予防講座の開催 ◎ 高齢介護室
　通所型サービス（短期集中）等の取組に関
する成果を市民向けに説明することで、介護
予防の普及啓発を図る。

　より多くの人に参加してもらえるよう、効
果的に周知を図る。

76 ４－⑼ まちの保健室事業の推進 社会福祉協議会

　梅が丘校区のひだまり喫茶（毎月第１・３
金曜）において、大阪府看護協会職員の参加
の下、年３回（６月、10月、２月）サロン参
加者、ボランティア等の健康相談、血圧測定
を実施する。

　大阪府看護協会を始めとした関係機関と調
整し、市民の健康増進を図る。

－

77 ４－⑽ まちのせんせい活用事業の実施 社会教育課

　生涯学習の場を幅広く提供するため、派遣
体験講座等を実施し、「ねやがわ生涯学習あ
んない（平成31年度（令和元年度）版　講
座・イベント/講師案内編）」、市ホーム
ページに活動状況を掲載するなど、市民へ事
業の周知・啓発を図る。

　生涯学習の普及を図るため、より多くの市
民がまちのせんせいを活用できるよう、イベ
ント、行事などを通して、体験講座の開催を
拡充する。

－

78 ５－⑾ 認知症サポーター養成研修の実施 高齢介護室

　認知症になっても住み慣れた地域で安全・
安心に暮らせる地域を構築するため、認知症
の人及びその家族の応援者となる認知症サ
ポーターの養成講座等を実施する。

　認知症サポーター養成研修の受講者数を増
加させるため、事業周知を図るとともに、認
知症サポーターを対象としたステップアップ
講座を実施し、認知症に関する知識を深める
機会を増やす。

－

79 ５－⑾ ボランティア講座の充実 高齢介護室

　高齢者の生活の充実と介護予防の推進を図
るため、高齢者の豊富な知識と経験をいか
し、地域活動の参加につなげるボランティア
養成講座を実施する。

　ボランティアの確保や講座受講者の活動の
場づくりについて検討する。

－

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 16
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80 ５－⑾
担い手を増やしていくための学習機
会の充実

障害福祉課

・手話奉仕員養成講座（通訳コース）を実施
する。
・要約筆記体験講座（寝屋川市、枚方市、交
野市合同）を実施する。

・手話奉仕員養成講座（入門・基礎）終了
後、通訳を目指すための場として、通訳コー
スの講座を実施するとともに、講座受講者の
手話サークルへの参加を促すなど、継続した
学習の場を提供する。
・講座を委託する団体（要約筆記）が不足し
ているため、３市（寝屋川市、枚方市、交野
市）合同での実施により、講師の確保を図
る。

－ 社会福祉協議会 ○

81 ５－⑾
地域福祉活動や各種ボランティア活
動の新たな担い手を養成

社会福祉協議会

・ボランティア講座の開催
　国土交通大臣認定運転協力者講習会（年３
回）／運転協力者現任研修会／ボランティア
講座基礎Ⅰ／ボランティア講座基礎Ⅱ／ボラ
ンティア講座シニア編／災害ボランティアセ
ンタースタッフ養成講座／傾聴基礎講座
・各校区福祉委員会活動において、研修や講
座の実施
・まちかど福祉相談員養成研修の開催　など

・地域を支える担い手を増やし、生活の様々
な困りごとを早期に発見する仕組みづくり
や、福祉課題を抱える人の気持ちに寄り添う
ことが必要である。
・仕組みづくりや担い手づくりのための専門
職が必要なため、必要な人員数の根拠、効果
等を検証した上で、関係機関等と協議する。
・講座の企画、広報活動等の改善を図る。
（※将来的に、元気アップ介護予防サポー
ター活動の役割や機能を充実させるととも
に、地域活動との連携を図る。）

Ｒ２
高齢介護室
障害福祉課

○

82 ５－⑾ 子育て応援リーダー事業の推進 子育て支援課
　子育て応援リーダーにより、各子育て家庭
の状況や子どもの発達段階に応じた適切な支
援を行う。

　子育て応援リーダーの資質向上を図るた
め、引き続き、研修等を実施し、質の高い適
切な支援を行う。

－ ○

83 ５－⑾ 子育て応援サポーター事業の推進 子育て支援課
　子育て応援サポーターにより、各家庭に応
じた適切な支援を行う。

　研修の受講等により、子育て応援サポー
ターの資質の向上を図るとともに、関係機関
との連携を強化することで、質の高い適切な
支援を行う。

－

84 ５－⑾ 青少年リーダー育成事業の実施 青少年課

　ユースクラブの組織化・体系化を図り、小
学生クラブ及び、中高生クラブとの連携を強
化する。
　また、リーダーとしての資質を高める各種
プログラムを提供する。

　ユースクラブの指導力と技術力の向上を図
るため、専門的な研修を実施するとともに、
イベント等の運営に携わるなど、次世代を担
うリーダーとしての意識付けを行う。

－

85 ５－⑿ 保育士バンク事業の実施 保育課

・就業のための保育士研修を実施（４回）す
る。
・保育所現場における実習を実施する。
・民間保育所等への研修修了者の紹介を行
う。

　平成30年度も研修受講者及びバンク登録者
数が増加したことから、今年度もハローワー
ク枚方と連携・協力して保育士研修を実施す
るなど、より一層、研修内容の充実を図るな
ど、本事業を活用した保育士確保に努める。

－ ○

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 17
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86 ５－⑿ 社会福祉士実習生の受入れ 社会福祉協議会

　社会福祉士、保健師養成の為の実習生を随
時受入れを実施する。また、大阪府社会福祉
協議会と連携して短期インターンシップ生
（主に大学１～2回生）の受入れを行う。

　実習指導者を養成するための講習会を受講
し、社会福祉士実習の受入れ体制を強化する
など、実習生を受け入れる職場体制を整備す
る。

－ ○

87 ６－⒀ 民生委員・児童委員活動の支援 福祉総務課

　民生委員児童委員協議会の活動を支援する
とともに、民生委員・児童委員の資質向上を
図るため、民生委員児童委員協議会に対し、
負担金及び補助金を交付する。

　地域における民生委員の役割がますます大
きくなる中、慢性的な欠員、委員の高齢化、
担い手不足等が問題となっている。
　引き続き、民生委員・児童委員活動の負担
軽減に資する取組を行う。

－

88 ６－⒀ 老人クラブの地域福祉活動の支援 高齢介護室
　地域での見守り活動など、老人クラブが行
う事業・活動が円滑に実施されるよう、補助
金を交付する。

　補助金による支援を継続するとともに、意
見交換の場を設けるなど、老人クラブ連合会
との連携を強化する。

－

89 ６－⒀ 地域協働協議会の活動に対する支援 ○ 市民活動振興室

　地域協働基礎交付金による地域協働協議会
の活動支援を行うとともに、地域にとって必
要な事業を自由に選択できる、事業メニュー
の更なる充実を図る。
　また、市と地域協働協議会との連携強化を
図るため、地域専任職員による相談体制の充
実や、地域協働協議会関係者会議を通じた情
報共有を行う。

　市が提示する事業メニューの追加や、各小
学校区の取組の広報での情報発信、地域協働
基礎交付金を活用した取組内容を各地域協働
協議会に情報提供するなど、地域協働協議会
が行う活動の充実・強化を図る。
　また、地域専任職員と地域協働協議会との
連携強化により、地域協働協議会の活動が一
層活性化する環境整備を行う。

－

90 ６－⒀ 地域協働協議会の活動に対する支援 危機管理室

　市民、関係機関、関係団体が安全・安心に
関する情報を共有し、地域に即した防犯環境
整備、防犯対策等の充実や安全施策について
検討するため、安全推進協議会を開催する。
　地域協働協議会が各小学校区に設置してい
る地域安全センターにおいて、関係機関から
の情報を基に地域に即した活動を行う。

　地域安全センターの活動の進捗状況を把握
し、地域協働協議会と情報共有を行うこと
で、継続して安全・安心施策に取り組む。

－ 市民活動振興室

91 ６－⒀
校区福祉委員会による福祉のまちづ
くり活動の支援

社会福祉協議会

・地域の状況に応じた主体的な福祉のまちづ
くり活動を支援する。
・校区担当職員をコミュニティセンターエリ
アごとに配置し、校区福祉委員会を中心にコ
ミュニティワークを実践する。

　校区福祉委員会による福祉のまちづくり活
動を支援するとともに、地域協働協議会の取
組状況の把握に努め、校区福祉委員会の位置
付けを確認しながら、地域の実情に応じて連
携・協働を推進する。

－ 福祉総務課

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 18
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92 ６－⒀ ボランティアの育成・活動の支援 社会福祉協議会

・市の各種保健福祉事業の実施における地域
との協働や市民参加の促進を支援する。
・各校区福祉委員会活動を推進する。
・個人ボランティアやボランティアグループ
の育成のため、各種講座や研修会の開催、ボ
ランティア相談員が行うコーディネートなど
の活動を支援する。
・登録ボランティアグループ連絡会を開催
し、各グループの情報交換を支援する（年３
回）。

　ボランティアの高齢化、担い手不足等によ
り、活動範囲の縮小が余儀なくされているた
め、若年層向けのボランティア育成などを検
討する。

－
福祉総務課
市民活動振興室

93 ６－⒀
寝屋川高齢者サポートセンターへの
支援

社会福祉協議会

　有償福祉活動を推進している、寝屋川高齢
者サポートセンターの周知を図るため、関係
機関・団体、介護保険事業所等で組織する、
寝屋川高齢者サポートセンター運営協議会へ
の協力を行う。

　寝屋川高齢者サポートセンター運営協議会
に参加するとともに、市民への周知活動等へ
の協力に取り組む。

－ ○

94 ６－⒀
地域の資源をいかした活動拠点の充
実

社会福祉協議会

　社会福祉協議会及び校区福祉委員会が地域
福祉活動で使用する、まちかど福祉相談所等
の施設等の確保、その充実に向けた取組を進
める。

　活動拠点の確保は、関係機関、団体等との
様々な調整が必要なため、継続的に関係機
関、団体等と調整を行い、活動拠点の確保、
その充実を図る。

－

95 ７－⒁ 人権啓発の推進 人権文化課

　人権意識の高揚を図るため、人権を考える
市民のつどい、ヒューマンライツシアター、
人権学習市民連続講座、街頭啓発等の実施に
より全ての人の人権が尊重されるまちづくり
を積極的に推進する。

　人権意識の向上を図る啓発事業について
は、大人から子どもまで幅広い世代層が参加
できる、ニーズに合ったテーマや身近な課題
を題材とした企画を、創意工夫して実施す
る。

－
寝屋川地区人権
擁護委員会
大阪法務局

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 19



連番 計画区分 主な活動・事業
新規
充実

担当所属 令和元年度の取組内容
取組に対する課題及び
その対応策・取組方針

目標
年度

関係所属等
先導的
取組
事項

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理一覧表

96 ７－⒁ 子どものいじめ防止対策の推進 こどもを守る課

・関係機関等との連携
　法務局、警察署等の関係機関等と連携を図
るため、いじめ問題対策連絡協議会会議にて
意見・情報の交換及び連絡調整を行う。（年
２回（８月・２月に実施予定））
　また、こどもを守る課と教育指導課によ
る、いじめ防止等対策連絡調整会議につい
て、月１回程度会議を開催し、市長部局と教
育委員会との連携を図る。
・相談業務の実施
　いじめに関する相談に対応し、相談者への
支援を行う。
・啓発活動の実施
　「いじめのサイン『守ってあげたい』」を
含む、いじめ防止啓発サイトを運営する。
　また、市内４駅での街頭啓発、小中学校の
児童・生徒及び幼稚園・保育所に在籍する児
童の保護者へリーフレットの配布等を行う。

　平成29年度に改定を行った寝屋川市いじめ
防止基本方針に基づき、より一層、いじめ防
止対策を推進する。
　また、いじめ問題対策連絡協議会会議を定
期的に開催し、関係機関等の連携を強化す
る。
　そのほか、相談業務の更なる周知を図るた
め、市広報誌及び市ホームページへの掲載、
リーフレットの配布等、幅広い啓発活動を行
う。

－

人権文化課
障害福祉課
教育指導課
総合教育研修セ
ンター
青少年課

97 ７－⒁ 子ども家庭総合支援拠点事業の実施 こどもを守る課

　児童虐待等の未然防止、早期対策を図るた
め、こども関係施策担当課の実務的な連携を
強化するため、関係課会議及び実務者会議を
開催し、僅かな兆しを見逃さず、情報共有を
図る。

　僅かな兆しを見逃さず、児童虐待等の未然
防止、早期対策を担う一員であるという認識
及び自覚を醸成し、実務者間での情報共有・
連携強化を図るため、関係課会議及び実務者
会議を開催する。

—

保育課
子育て支援課
障害福祉課
学務課
教育指導課
総合教育研修セ
ンター
青少年課

98 ７－⒁ 子どもサポート会議の開催 教育指導課

　子どもを取り巻く諸問題の解決に向け、心
理、医療、法律、福祉等の専門家を交えたア
セスメントを行い、具体的対応プログラムを
構築する。
　また、そのプログラムを学校に還元し、今
後の学校力向上に取り組む。

　心理、医療、法律、福祉等の専門家から、
今後の対応策等について意見をいただく中
で、課題・解決策を探る。

－
こどもを守る課
総合教育研修セ
ンター

99 ７－⒁
心のバリアフリーを進める取組の推
進

社会福祉協議会

　地域福祉活動に関わる地域や市民に対し、
障害、認知症、生活困窮等の差別解消を図る
ため、研修の実施、地域における会議等で啓
発を行う。

　様々な研修及び地域における会議におい
て、校区福祉委員会やボランティアに対し、
権利擁護について啓発する。

－ 福祉総務課

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 20
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100 ７－⒁
虐待防止に関するネットワークと具
体的な対応の充実

高齢介護室

　高齢者虐待防止に向けたネットワーク会議
を開催し、関係機関の連携や情報共有を図
る。
　また、困難事例等について、弁護士及び社
会福祉士から専門的助言を受け、高齢者の権
利擁護や虐待防止に関する取組を適切に実施
する。

　他機関・他職種との連携強化、対応職員の
資質向上を図る。

－
障害福祉課
こどもを守る課

101 ７－⒁
虐待防止に関するネットワークと具
体的な対応の充実

障害福祉課

　虐待防止センターにおいて、通報や相談を
受けた場合、調査を行い適切な対応を行う。
　また、一時保護居室の確保及び保護後の継
続的な支援を行い、虐待ケースの一時保護及
び適切な生活の確保を図る。

　継続的な虐待の予防措置を検討するため、
関係課等との連携を図る。
　また、虐待認定後の支援を継続して進める
ネットワークが必要なため、相談支援事業所
と適切な連携を図る。

－
人権文化課
高齢介護室
こどもを守る課

102 ７－⒁
虐待防止に関するネットワークと具
体的な対応の充実

こどもを守る課

・相談業務の実施
　子ども（18歳未満）に関する、子育て、し
つけ、発達等の様々な相談に対応し、相談者
への支援を行う。
・スーパーバイザーの配置
　児童虐待防止における専門性を高めるた
め、スーパーバイザーを配置する。
・関係機関等との連携強化
　関係機関等との連携を図るため、要保護児
童対策地域協議会において、意見・情報の交
換及び連絡調整を以下のとおり行う。
　⑴　代表者会議（年２回(８月・２月)）
　⑵　実務者会議（年12回）
　⑶　進行管理会議（要保護児童：年４回（
　　４月・７月・10月・１月）、要支援児童
　　：年１回（９月))
・啓発の実施
　市内４駅での街頭啓発を行う。
・研修の実施
　関係機関等の職員を対象とした研修を実施
する。

・より一層、児童虐待における専門性を高
め、対応力の強化を図るため、スーパーバイ
ザーを配置する。
・児童福祉法の改正等に併せ、改訂した市児
童虐待防止マニュアルを関係機関で活用する
ことにより、それぞれがそれぞれの役割を自
覚し、迅速に効果的な対応ができるようにす
る。
・要保護児童対策地域協議会の機能を強化す
るため、調整機関としての専門性を高める。
・相談業務の更なる周知を図るため、市広報
誌及び市ホームページへの掲載、リーフレッ
トの配布等、幅広い啓発活動を行う。
・妊娠期からの支援がスムーズに行えるよ
う、引き続き、関係機関との連携を強化し、
未然防止に努める。

－

人権文化課
保護課
障害福祉課
子育て支援課
保育課
学務課
教育指導課
総合教育研修セ
ンター
青少年課
社会福祉協議会

　　　　　　等

103 ７－⒁ 成年後見制度による支援の推進 高齢介護室

　判断能力が不十分かつ親族等がいない認知
症高齢者の権利擁護を図るため、市が家庭裁
判所に申立てを行い、成年後見制度の利用を
支援する。

　引き続き、成年後見制度の市長申立て等の
支援を行う。

－ 障害福祉課

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 21
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104 ７－⒁ 成年後見制度による支援の推進 障害福祉課
　成年後見制度の市長申立て及び後見人報酬
助成を行う。

　被虐待者、一人暮らしで判断の難しい人等
からの申立件数が増加しているため、親族調
査の必要性及び推薦人の選定を検討し、申立
てから決定までの期間短縮を図る（平成30年
度申立件数３件中１件が虐待及び緊急ケー
ス）。

－ 高齢介護室

105 ７－⒁ 市民後見人等の養成 高齢介護室

　成年後見制度の市長申立て及び地域包括支
援センターの取組を通じて、成年後見制度の
利用促進を図るとともに、権利擁護体制の充
実に向け、他市における体制の把握を行う。

　他市の状況等の把握を行う。 Ｒ２
福祉総務課
障害福祉課

○

106 ７－⒁ 成年後見制度法人後見支援事業 障害福祉課
　成年後見制度について、利用実態の現状や
ニーズを把握・分析し、実施について検討す
る。

　成年後見制度の利用、地域のニーズ等の実
態把握を行う。
　また、法人後見について理解の促進に努
め、法人後見を推進するための検討会議の実
施及び法人後見の活動を実施するための組織
体制を構築する。

Ｒ２
福祉総務課
高齢介護室

○

107 ７－⒁ 手話普及啓発事業の実施 ○ 障害福祉課

　寝屋川市手と手で心をつなぐ手話言語条例
の施行に伴い、手話への理解促進及び手話を
しやすい環境づくりを推進をするため、市民
を対象とした啓発事業を実施する。

　手話をより身近に感じてもらうため、手話
パンフレットの作成、ＨＰによるＰＲ動画配
及び市民を対象としたイベントを実施する。

H30

108 ７－⒁
子どもへの暴力防止プログラムの実
施

青少年課

　子どもが主体的に暴力（いじめ等）に対応
し、自らの力で防止するための実践的な教育
プログラムを、市立全小学3年生と6年生を対
象に実施する。

　子どもが被害に遭う重大な事件が増加する
中、継続して子どもへの暴力防止プログラム
を実施するとともに、保護者等の大人にもそ
の内容を周知する。

－

109 ７－⒁ 日常生活自立支援事業の実施 社会福祉協議会

　精神障害、知的障害、認知症等により判断
能力が不十分な人への福祉サービスの利用援
助や、金銭管理等の支援の充実を図るととも
に、サービス利用までの待機者の解消に向け
た取組みを行う。

　適切に成年後見制度へ移行するための援助
を行う。親族等による申立てが困難な場合
は、市長申立てを所管課に依頼していく。ま
た専門員、生活支援員を増員し待機者の解消
に向けた取組を行う。
　利用者が死亡した際、推定相続人への遺留
品の返還が困難なケースが増加しているた
め、親族等の身元引受人の確認方法等につい
て関係部署等と連携して対応する。

－

福祉総務課
保護課
高齢介護室
障害福祉課

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 22
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110 ７－⒁ 権利擁護の機能の構築 福祉総務課
　関係課等が行う権利擁護の取組状況を把握
する。

　権利擁護の機能構築に当たっては、複数の
関係課で取り組む必要があるため、先進市の
取組等を調査・研究するとともに、関係課等
が行う取組状況を把握する。

－
高齢介護室
障害福祉課
社会福祉協議会

111 ７－⒂
サービス・活動の質や担い手の力を
高める支援

障害福祉課
　指定特定相談支援事業所の相談支援専門員
を対象に、研修会や情報交換会を行う。

　相談支援専門員のスキルアップや事業所と
の連携のため、継続的に研修会や情報交換会
を行う。

－ 社会福祉協議会

112 ７－⒂
サービス・活動の質や担い手の力を
高める支援

社会福祉協議会

　福祉委員、ボランティアを対象とした各種
研修会を行い、社会福祉の基本的なポイント
から最新の福祉事情まで、福祉に関する幅広
い知識を学ぶ機会を提供し、地域福祉活動の
質や担い手の資質向上のための支援を行う。

　地域における問題や課題は多種多様であ
り、地域福祉の担い手には幅広い知識の習得
が求められるため、毎年度、取り扱うトピッ
クを精査し研修会を実施することで、地域福
祉活動に必要な知識を幅広く習得できるよう
援助する。

－
高齢介護室
障害福祉課

113 ８－⒃ 人々がふれあえる場づくりの推進 高齢介護室

・高齢者福祉センターの運営管理を行うこと
で、高齢者に対して各種の相談に応ずるとと
もに、健康の増進、教養の向上及びレクリ
エーションのための便宜を総合的に供与す
る。
・いきいき教室を設置し、地域の高齢者に文
化的・教養的活動の場及び児童との世代間交
流の場を提供し、高齢者福祉の増進を図る。
・地域ケア会議（市・圏域別・課題解決型・
ネットワーク型）を開催し、地域資源のネッ
トワークづくりや地域に密着して課題解決を
図る。

　引き続き、人々がふれあえる場づくりを推
進する。

－

114 ８－⒃ 地域生活支援拠点等の整備 障害福祉課

　地域生活支援拠点等プロジェクト会議にお
いて検討した、市地域生活支援拠点システム
の整備として「地域生活あんしん支援システ
ム事業」及び「体験宿泊プログラム事業」を
行う。

　関係機関の相談支援体制の充実を図り、24
時間365日、連絡できる体制の検討を行うと
ともに、必要な方が安心して体験宿泊ができ
るよう居室の確保及び対応の体制整備を進め
る。

Ｒ２ ○

115 ８－⒃ 子ども食堂支援事業の実施 こどもを守る課

　子どもの居場所づくり及び地域で子どもを
見守る環境を整備するため、子どもの貧困対
策の一つとしても注目されている子ども食堂
の開設・運営を支援する。
　令和元年度も引き続き支援する。

　子ども食堂の実施を新たに検討する団体等
に、既に実施している運営団体の視察を案内
するとともに、運営団体の衛生管理等の取組
事例を他団体に情報提供するなどの取組を進
める。

－

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 23
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116 ８－⒃ 地域子育て支援拠点事業の推進 ○ 子育て支援課

　地域子育て支援拠点（各中学校区１か所）
を利用する子育て家庭の様々なニーズや悩み
に対応するため、スタッフの資質向上、各地
域子育て支援拠点との連携、情報共有を行
う。
　リラットとも連携し、各施設の利用促進に
つながる講座を実施する。

　各施設との連携事業の実施に向け、適宜、
打合せ、情報共有を行い、多くの人が参加で
きる仕組みづくりを進める。

－

117 ８－⒃
有償による支えあい活動の推進
（子育て応援リーダー）

子育て支援課

・乳幼児健康診査会場での情報提供、保育所
の送迎の同行支援など、各種子育て支援事業
の補助を行う。
・子育て応援リーダーの資質向上を図るた
め、外部講師による研修会等を実施する。

　子育て応援リーダーのより一層の資質向上
を図るなどして、よりきめ細かい支援サービ
スを行う。

－

118 ８－⒃ 放課後子供教室 青少年課
　新放課後子ども総合プランに基づき、全24
校において放課後子供教室と留守家庭児童会
を一体的に取り組む。

　放課後子供教室と留守家庭児童会の一体的
な取組を推進するに当たり、小学校の協力の
下、各小学校の実行委員会組織の支援に努め
るとともに、体験・活動プログラムの充実を
図る。

－

119 ８－⒃ 小地域ネットワーク活動の推進 社会福祉協議会

　校区福祉委員会が中心となり、地域におけ
る"つなぐ、つながる"場づくり及び助け合い
の仕組みづくりを進める、小地域ネットワー
ク活動を進める。

　活動の担い手の高齢化、高齢者ふれあいサ
ロン活動、地域ミニデイサービス活動、食事
会、子育てサロンなどの参加者が減少傾向で
あるため、小地域ネットワーク活動への支
援、新たな担い手の育成を強化する取組等を
検討する。
　また、見守り活動の手引きを作成し、個別
援助活動の充実を図る。

－

120 ９－⒄ 歩道点字ブロックの整備 道路交通課
　市道池田秦線において、点字ブロックの整
備を検討する。

　住宅、店舗等が近接しているため、地元自
治会等との連携の下、事業を進めるよう検討
する。

－

121 ９－⒄ ユニバーサルゲートの設置 公園みどり課

　「市移動等円滑化のために必要な特定公園
施設の設置に関する基準を定める条例」に基
づき、都市公園の新設、増築、改築を行う場
合、バリアフリー基準に適合するよう整備す
る。

　「市移動等円滑化のために必要な特定公園
施設の設置に関する基準を定める条例」に基
づき、限られた財源の中で都市公園のバリア
フリー化を推進する。

－

122 ９－⒄
都市施設や建築物のバリアフリー化
の推進

都市計画室

　新バリアフリー法の適応拡大について、施
設を利用する人のニーズに応じたバリアフ
リーの先進事例の調査・研究や、関係機関・
関係課との連携を図る。

　引き続き、新バリアフリー法の適応拡大に
ついて、施設を利用する人のニーズに応じた
バリアフリーの先進事例の調査・研究や、関
係機関・関係課との連携を図る。

－

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 24
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123 ９－⒄ 意思疎通支援事業の実施 障害福祉課

・聴覚や言語機能に障害がある人の社会参加
を推進するため、手話通訳者及び要約筆記者
の派遣、福祉事務所に手話通訳者を配置す
る。
・市役所窓口での聴覚障害者への支援を充実
する。
・夜間休日の緊急時手話通訳者派遣事業及び
重度の障害で入院時に意思疎通の支援が必要
な人に対して行う、重度障害者入院時コミュ
ニケーションサポート事業を実施する。

　障害者の高齢化により、医療機関への通訳
者の派遣件数が増加しているため、奉仕員養
成による通訳者の増員を検討するとともに、
手話奉仕員養成講座ステップアップコースの
実施等により手話奉仕員等の養成を図る。
　また、障害福祉課、市民課、保険事業室等
で、タブレットを活用した手話通訳に係る支
援を行う。（平成29年10月から利用開始。）

－

市民課
各シティ・ス
テーション
保険事業室

124 ９－⒄ 点字・声の広報発行事業の実施 広報広聴課
　目の不自由な人へ行政情報及び地域情報を
届けるため、声の広報・点字広報を継続して
発行する。

　更なる周知の充実を図る。 － 障害福祉課

125 ９－⒄ ホームページの閲覧支援 広報広聴課
　ローマ字表記のページとやさしいにほんご
のページについて、随時更新を行う。

　掲載内容の精査を行い、内容の充実を図
る。

－

126 ９－⒄
市民の理解やマナーを高める取組の
推進

道路交通課

・小学３・４年生、中学１年生及び高校生を
対象とした自転車安全利用講習会を実施す
る。
・出前講座を実施し、自転車の安全利用に関
する意識の向上を図る。

　自転車事故の件数は減少傾向となっている
が、より一層、自転車の交通マナーを改善す
るため、自転車安全利用講習会及び出前講座
を実施し、自転車の安全利用に関する意識の
向上及び自転車事故を未然に防止する取組を
進める。

－
寝屋川警察署
寝屋川交通安全
協会

127 ９－⒄ 社会マナー教育の推進 青少年課

　各中学校区地域教育協議会への委託事業に
おいて「子どもたちと地域社会が社会規範・
マナーを学ぶ事業」を実施し、社会マナー教
育の推進を図る。

　各中学校区地域教育協議会への委託事業で
あるため、事業実施計画書の内容を適切に確
認し、社会教育マナーの推進を図る。

－

128
１－⑵
９－⒄

高齢者交通系ＩＣカード購入補助事
業の実施（旧高齢者バスカード購入
補助事業）（再掲）

○ 高齢介護室

　交通系ＩＣカードの購入費用に対する補助
金額を増額（1,500円→2,000円）して実施
し、高齢者の介護予防、閉じこもり防止を図
る。

　事業の周知により、高齢者の外出を促し、
社会参加を促進する。

－

129 ９－⒄ 買い物等外出促進事業の実施 高齢介護室
　事業を継続的に実施するため、事業実施主
体である自治会等の意見・課題を把握する。

　自治会等実施団体からの相談に対応する。 － ○

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 25
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130 ９－⒄ 福祉有償運送サービスの推進 高齢介護室
　地域のボランティアの協力の下、福祉車両
６台を用い、高齢者の外出を支援する高齢者
外出援助サービス事業を実施する。

　事業の担い手である地域のボランティア活
動者の高齢化が進み、担い手となる運転ボラ
ンティアが不足しているため、事業の周知と
併せて、より一層、ボランティアを募集す
る。

－
障害福祉課
社会福祉協議会

○

131 ９－⒄ 福祉有償運送サービスの推進 障害福祉課
　地域のボランティアの協力の下、福祉車両
３台を用い、障害者等の移動を支援する移送
サービス事業を実施する。

　事業の担い手である地域のボランティア活
動者の高齢化が進み、担い手となる運転ボラ
ンティアが不足している。
　担い手不足を解消するため積極的な募集Ｐ
Ｒを行うとともに、ボランティア養成研修の
充実を図る。

－
高齢介護室
社会福祉協議会

○

132
１－⑵
９－⒄

移動支援事業の実施（再掲） 障害福祉課
　屋外での移動が困難な障害者等に対し、外
出のための支援を行うことにより、地域生活
における自立と社会参加を促進する。

　個々の状況を踏まえつつ、基準に基づき、
適正な支給決定を行う。
　また、要綱等に基づき、適切に事業を実施
する。

－ ○

133 ９－⒄ 地域公共交通網形成計画の推進 道路交通課
　寝屋川市地域公共交通協議会を開催する
（２回予定）。

地域公共交通網形成計画に位置づけされた施
策について、順次、取組を進める。

Ｒ５
公共交通事業者
関係団体　等

134 ９－⒅ 防災体制の整備・強化 危機管理室
　関係法令の改正、各種ガイドライン改定・
作成や上位計画の改訂等を踏まえ、地域防災
計画の改訂を検討する。

　市全体に影響のある計画であるため、今
後、各部局と調整するとともに、改訂内容に
ついて災害対策基本法等の法令、府地域防災
計画等との整合性を確認し、地域防災計画の
改訂に向けて準備する。

－ 全所属

135 ９－⒅ 避難所開設・運営物品の配備 ○ 危機管理室
　簡易トイレ等のプライベートスペースの確
保、停電への対策等を行うため、小中学校に
配備する避難所物品の充実を図る。

　プライベートテント及びバルーン灯光器の
保管場所について検討する。

－

136 ９－⒅ 深夜防犯パトロールの実施 危機管理室

　子どもを犯罪から守るため、小中学校の夏
季休業期間の深夜・明け方（午後11時～午前
５時）の時間帯に、防犯パトロールを実施す
る。
　また、駅周辺については、徒歩での巡回を
行う。

　平成30年度に実施した深夜防犯パトロール
の結果を踏まえ、パトロールのルートや声か
けの内容等、寝屋川警察署及び市教育委員会
と連携し実施する。

－

137 ９－⒅ 防犯カメラの設置・運用 ○ 危機管理室

　市全域での犯罪抑制の環境を整えるため、
寝屋川警察署と連携し、街頭で犯罪が多く発
生する駅周辺地域の交差点付近、市域境界付
近等の各所に、無線通信式防犯カメラを設置
する。（危機管理430台・学務120台）

　平成29年度から防犯カメラに関することに
ついて、管理所管を危機管理室に一元化して
おり、防犯カメラの設置・運営について、関
係課等と連携し協議・調整を進める。

－
道路交通課
水・みどり室

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 26
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138 ９－⒅
避難行動要支援者名簿の同意率の向
上

危機管理室
　避難行動要支援者名簿への登録同意率の向
上を図るため、避難行動要支援者等に周知・
啓発する。

　避難行動要支援者名簿への登録同意率の向
上を図るため、分かりやすいか名簿登録の同
意書を検討し、送付する。
　また、避難行動要支援者名簿の重要性を出
前講座により避難行動要支援者等に周知・啓
発する。

Ｒ２
高齢介護室
障害福祉課

○

139 ９－⒅
地域防災組織での災害時の要支援者
を含めた避難訓練

危機管理室

　大規模災害時に地域住民による効率的でス
ムーズな避難所開設・運営を行えるよう、各
地域協働協議会での実践的な避難所開設・運
営訓練を支援する。

　マニュアル作成済みの全校区地域協働協議
会への、効率的かつ効果的な避難所開設訓練
の実施を支援する。

－ ○

140 ９－⒅ 自主防災組織の整備・育成 危機管理室
　地域住民等の防災意識の向上及び地域防災
体制の充実を図るため、地域協働協議会が実
施する防災訓練を支援する。

　平成29年度から校区自主防災協議会を地域
協働協議会へ統合したことに伴い、防災に関
することについては危機管理室が所管し、ま
た、交付金に関することについては市民活動
振興室が所管する。

－ 市民活動振興室

141 ９－⒅ コンビニエンスストアへのAEDの設置 危機管理室
　ＡＥＤ未設置店舗及び新規店舗のコンビニ
エンスストアにＡＥＤを設置する。

　ＡＥＤ未設置店舗及び新規店舗の設置に対
する同意を取得する。

－

142 ９－⒅
自治会への防犯カメラ設置に対する
補助

危機管理室
　自治会が設置する防犯カメラの設置費用に
対して補助を行い、犯罪の抑止を図る。

　今後、近隣市の状況、自治会による設置状
況等を踏まえ、更新費用等の補助について検
証する。

H30

143 ９－⒅ 緊急時応急給水所の整備 危機管理室
　災害時においてスムーズに緊急時応急給水
所を開設及び運用ができるよう、上下水道局
と連携を図る。

　上下水道局、大阪広域水道企業団及び近畿
運輸局大阪運輸支局と連携し、緊急時応急給
水所の運用方法について周知を図る。

－ 水道事業課

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 27
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144 ９－⒅ 防災井戸の設置 危機管理室
　災害時のみならず、日常的に学校や地域が
活用してもらえるよう、防災井戸の活用につ
いて周知・啓発を図る。

　防災井戸の水は飲料水としては使用できな
いため、井戸水の使用上の注意事項について
周知・啓発を図る。
　地域協働協議会による防災訓練等において
活用を図る。

－

145 ９－⒅ 避難所開設・運営訓練の実施 危機管理室

　大規模災害時に地域住民による効率的でス
ムーズな避難所開設・運営を行えるよう、各
地域協働協議会での実践的な避難所開設・運
営訓練を支援する。
　マニュアル作成済みの校区地域協働協議会
に対し、マニュアルに沿った避難訓練等の実
施を支援する。

　各校区地域協働協議会への、効率的かつ効
果的な避難所開設訓練の実施を支援する。

－ 市民活動振興室

146 ９－⒅ 家庭用防災用品購入補助事業の実施 危機管理室
　家庭用防災用品の購入費用に対して補助を
行い、家庭用防災用品の備蓄の促進と防災意
識の向上を図る。

　寝屋川市商業団体連合会やその他市内店舗
との情報共有を図り、家庭用防災用品の購入
を支援する。

－

147 ９－⒅
災害時用非常電話（特設公衆電話）
の設置

◎ 危機管理室

　災害時に避難所（全コミュニティセン
ター、全市立小中学校）にて親族等に連絡で
きる体制を構築するため、NTT西日本との覚
書を締結し、避難所で無料で使用できる特設
公衆電話を設置する。

　全コミュニティセンター、全市立小中学校
へ設置に伴う事前確認を行うとともに、早期
の設置を行う。

Ｒ１

148 ９－⒅ 消防団の充実・強化事業の実施 ◎ 危機管理室
　南海トラフ地震を始めとする自然災害発生
時に市民の安全を確保するため、消防団を中
核とする地域消防力の充実・強化を図る。

　消防団の活動服や救急救助用資機材（エン
ジンカッター、チェーンソー、油圧切断機、
ＡＥＤ、油圧ジャッキ）の整備を促進し、消
防団活動年間計画で大規模災害を想定した救
出訓練等を行う。

149 ９－⒅ 防犯灯の設置・管理の支援 市民活動振興室
　自治会が行う防犯灯の新設・改造及び維持
管理に対して補助を行い、防犯灯のＬＥＤ化
を促進し、防犯環境の整備を図る。

　防犯灯のＬＥＤ化が進んでいない自治会に
対して、更なる制度の周知及び活用を促すこ
とで、ＬＥＤ化の促進を図る。

－

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 28
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150 ９－⒅ ドクターカーの運営
健康政策課
危機管理室

　ドクターカーの運営方法、効果等につい
て、枚方寝屋川消防組合、枚方市、交野市及
び関係機関と検証する。

　より一層、救命救急体制の強化を図るた
め、ドクターカーの運用方法、効果等につい
て、関係機関と協議・検証する。

－
危機管理室
健康政策課

151 ９－⒅
高齢者施設等の防犯対策強化整備補
助事業の実施

高齢介護室

　非常通報装置・防犯カメラの設置、外構等
の設置・修繕など、必要な安全対策に要する
費用に対する補助を行い、高齢者施設等の防
犯対策を強化する。

　国の補助金が主な財源となっており、事業
の継続について国に要望する。

－
保育課
障害福祉課

152 ９－⒅
災害時の連携に関する協定締結等に
よる支援体制づくり

危機管理室
　災害時におけるボランティアセンターの設
置・運営に関する協定書に基づく訓練等が行
えるよう社会福祉協議会と連携を図る。

　社会福祉協議会と連携し、実践的な訓練及
び机上訓練等を検討する。

－
福祉総務課
社会福祉協議会

○

153 ９－⒅
災害時の連携に関する協定締結等に
よる支援体制づくり

高齢介護室

　市内特別養護老人ホームと福祉避難所の協
定を締結する（平成30年５月末時点で12か所
と締結）。
　引き続き、関係課と連携を図り、避難所運
営マニュアルを整備する。

　福祉避難所における支援者の確保、被災者
をどの福祉避難所へ避難させるかの判断、多
様なニーズを持つ被災者への対応等につい
て、他市のマニュアル、東日本大震災、熊本
地震等の事例を参考に、関係課、介護事業者
等との連携の下、避難所運営マニュアルを整
備する。

－
危機管理室
障害福祉課

○

154 ９－⒅
災害時の連携に関する協定締結等に
よる支援体制づくり

障害福祉課

　市内の障害者施設と福祉避難所の協定を締
結する（平成30年５月末時点で13か所と締
結）。
　引き続き、関係課と連携を図り、避難所運
営マニュアルを整備する。

　福祉避難所における支援者の確保、被災者
をどの福祉避難所へ避難させるかの判断、多
様なニーズを持つ被災者への対応等につい
て、他市のマニュアル、東日本大震災、熊本
地震等の事例を参考に、関係課、障害福祉
サービス事業者との連携の下、避難所運営マ
ニュアルを整備する。

－
危機管理室
高齢介護室

○

平成29年度で完了

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 29
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155 ９－⒅
災害時の連携に関する協定締結等に
よる支援体制づくり（緊急時安否確
認（かぎ預かり）事業の実施）

社会福祉協議会

【災害時の地域支援体制づくり】
　災害時の地域支援体制づくりについて危機
管理室と協議する。
　災害時に備えた地域づくりの為の講座を開
催する。
　災害ボランティアセンター設置運営訓練を
市域で実施する。
　大阪府社会福祉協議会が災害時に情報通信
技術として活用しているeコミュニティ・プ
ラットフォームを導入し、平時から災害時を
想定して、社会資源や要配慮書情報の可視化
に備える。
【緊急時かぎ預かり事業】
　緊急時安否確認（かぎ預かり）事業におい
て、情報共有の在り方を検討し、一人暮らし
高齢者調査との連携を図る。

【災害時の支援体制づくり】
　災害ボランティア活動に関しては、活動の
特殊性から、訓練、資機材の管理、操作手順
の確認など、災害ボランティアセンターの体
制構築に向けた取組を検討する。
　eコミュニティ・プラットフォームについ
ては災害時の対応だけでなく、校区福祉委員
会が実施する小地域福祉活動に役立てていけ
るよう検討する。
【緊急時かぎ預かり事業】
　緊急時に要援護者を適切に保護するため、
緊急時安否確認（かぎ預かり）事業協力施設
と校区福祉委員会との合同会議及び各校区福
祉委員会の会議において、事業の目的の確
認、意見交換を行い、事業の対象拡大の検討
等の課題整理を行う。

－

危機管理室
福祉総務課
高齢介護室
障害福祉課

○

156 ９－⒅
緊急時に的確に支援し合える仕組み
づくり

高齢介護室

　高齢者及び障害者が住み慣れた地域でいつ
までも安全・安心に暮らせるよう、高齢者の
みの世帯等に救急医療情報キットを配布す
る。

　より多くの人に制度を理解してもらうた
め、制度の周知方法を検討するとともに、救
急医療情報キット内に入れる情報の内容を更
新することについても周知・啓発する。

－
障害福祉課
社会福祉協議会

157 ９－⒅
緊急時に的確に支援し合える仕組み
づくり

障害福祉課
　緊急医療情報キットを緊急時に援助が必要
となる重度（身体１・２級、療育Ａ、精神１
級）障害者等に配布する。

　より多くの人に制度を理解してもらい、緊
急医療情報キットを適切に利用してもらうた
め、福祉のてびき、市ホームページ、窓口で
の案内等により周知・啓発する。

－
高齢介護室
社会福祉協議会

158 ９－⒅ 緊急時情報カードの普及 障害福祉課

　地震などの災害時に、障害者等が避難先で
必要な支援等を適切に受けるために必要な情
報を記入できる「緊急時情報カード」を作成
し、身体、療育、精神保健福祉手帳所持者、
自立支援医療（精神通院）の利用者、難病及
び要介護認定を受けた高齢者への配布を促進
する。
　また、カードホルダーの機能を有するヘル
プマークの配布及びその利用促進を図る。

　緊急時情報カード及びヘルプマークの配布
について、市ホームページ等で周知し、その
利用を促進する。

－
高齢介護室
社会福祉協議会

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 30
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159 ９－⒅
障害者災害時支援バンダナの作成・
配布

◎ 障害福祉課

　災害時に支援が必要であることを理解され
にくい障害者が避難するための支援や避難し
てからの支援を受けやすくするため、障害者
災害時支援バンダナを作成し、対象者に配布
するとともに、市内避難所に備蓄する。

　障害がある方が安心して使用できるよう
に、バンダナに明記する文字や配色等を工夫
する。
　避難所への備蓄については、危機管理室と
連携して取り組む。

160 ９－⒅
緊急時に的確に支援し合える仕組み
づくり

社会福祉協議会

　緊急対応を含めた地域の見守り体制の充実
を図るため、行政、福祉施設、民間事業者等
との連携について検討し、ひとり暮らし高齢
者、認知症のある介護世帯などの異変の発見
や相談連絡体制の充実・強化を図る。

　施設、警察、校区福祉委員会が合同で実施
した、かぎ預かり事業模擬訓練を継続的に実
施する。これまでの取組における課題を整理
するとともに、事業の拡大について検討す
る。

－
高齢介護室
障害福祉課

161 ９－⒅ 空き家除却の促進 都市計画室
　地域の環境悪化、活力の低下等を抑制する
ため、空き家の解体除却を促進し、跡地の活
用・流通の推進を図る。

　狭小敷地の空き家、利用目的のない空き
家、管理不全な空き家などの除却費用に対す
る補助を行い、新たな土地利用への転換を推
進する。

－

空き家等・老朽
危険建築物等対
策協議会
まちづくり指導
課

162 ９－⒅ 建築物の耐震化等に対する支援 まちづくり指導課
　住宅・建築物の耐震診断費用、木造住宅の
耐震改修費用に対する補助を行う。

　市広報誌、市ホームページへの掲載、
フォーラムの開催、住宅耐震化啓発チラシの
全戸配布等を通じ、建築物の所有者等に補助
制度の周知を行うことで、耐震化の促進を図
る。

－
都市計画室
危機管理室

163 ９－⒅ 安全に通行・歩行できる道路の管理 道路交通課
　地域の安全・安心を高めるため、道路反射
鏡及び街路灯の設置等を行い、交通安全施設
の充実を図る。

　地元自治会等からの要望に基づき、優先順
位を的確に定め、交通安全施設の充実に取り
組む。

－

164 ９－⒅ 通学路安全対策の実施 学務課
　児童が安全で安心して登下校できるよう、
小学校の通学路の路側帯、横断歩道等の必要
箇所にカラー舗装を行う。

　道路管理者が市道以外（府道・国道等）で
ある場合、カラー舗装の施工箇所の選定等
に、関係各機関との十分な協議、調整が必要
であるため、通学路安全対策検討委員会を通
じ関係各機関との連携の下、施工箇所を決定
する。

－

道路交通課
道路建設課
寝屋川警察署
枚方土木事務所

165 ９－⒅ 通学路等における防犯カメラの設置 ○ 学務課
　犯罪の抑止を図り、子どもの安全を守るた
め、通学路等における危険箇所に防犯カメラ
を設置する。

　防犯カメラの設置について、平成30年度か
ら２か年で合計360台（平成30年度に240台、
平成31年度に120台）の設置を予定し、計画
的な設置により、通学路等における安全確保
を図る。

Ｒ１
危機管理室
寝屋川警察署

平成29年度で完了

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 31
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166 ９－⒅ 学校安全体制の推進 青少年課

　各小学校区において、ＰＴＡ、自治会、防
犯委員、青少年指導員等で「子どもの安全見
守り隊」を組織し、登下校時の見守り活動を
実施するとともに、地域の運転ボランティア
による青色防犯パトロールカーでの巡回を行
い、地域の安全啓発の推進を図る。
　また、子どもたちがトラブルに巻き込まれ
た時、助けを求められるよう、地域の協力家
庭等に「子ども110番の家」の旗を掲げても
らい、子どもたちを犯罪等から守る。

　登下校時の児童の見守り活動の活性化を図
ため、地域や学校との連携を密にする。

－

167 10－⒆
地域ネットワーク会議、地域ケア会
議の開催

高齢介護室

　地域ケア会議（市・圏域別・課題解決型・
ネットワーク型）を開催し、地域資源のネッ
トワークづくりや地域に密着して課題解決を
行う。

　他機関、医療、防犯、まちづくり関係な
ど、幅広い職種との連携強化を検討する。

－

168
１－⑵
10－⒆

障害者スポーツ・レクリエーション
大会、障害者ボウリング大会開催事
業（再掲）

障害福祉課

　障害者のスポーツを通じた社会参加を促進
するとともに、障害者のスポーツ振興を図る
ため、京阪ブロック障害者スポーツ・レクリ
エーション大会（北河内７市（寝屋川市、枚
方市、交野市、四條畷市、大東市、守口市､
門真市)で開催）への参加、障害者ボウリン
グ大会を実施する。

・令和元年８月４日に障害者ボウリング大会
をなわてボウルで実施する。
・令和元年10月20日に交野ドームで開催され
る、京阪ブロック障害者スポーツ・レクリ
エーション大会（北河内７市共催）に参加す
る。

－

169 10－⒆ 自立支援協議会等の開催 障害福祉課
　相談支援・権利擁護部会の中で、権利擁護
や成年後見の推進に関する協議を行い、利用
しやすい制度構築を進める。

　様々な障害福祉サービス等の資源の開発、
関係機関等における情報共有や課題の検討を
行うため、サービス支援事業者に対し自立支
援協議会への参画を呼び掛けるとともに、各
部会の計画的な運営、課題の明確化など、自
立支援協議会事務局機能の充実を図る。

－

170 10－⒆
“地域福祉のプラットホーム”とし
ての機能の充実

社会福祉協議会

・校区福祉委員会において、地域の福祉課
題、解決策等について話合いを行うととも
に、奇数月には、24の校区福祉委員長が、地
域の福祉活動についての定例会議、各種研修
会等を行う（年６回奇数月）。
・組織構成会員及び役員・評議員を対象とし
た地域の福祉活動についての研修会を行う。
・地域福祉活動計画に基づき、公民協働で行
う住民主体の地域福祉活動を推進するととも
に、「他人事」を「自分事」として考える地
域づくりを推進する。

　社会福祉協議会は、地域福祉の推進を先導
していく機関として、最新の福祉制度、サー
ビス等の情報を、様々な視点から分かりやす
く伝えるとともに、合意形成を図る話合いの
場づくりを行う必要がある。
　そのため、先駆的な市町村社協等の取組に
ついて情報収集するとともに、必要に応じて
関係機関等と協議する。

－

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 32



連番 計画区分 主な活動・事業
新規
充実

担当所属 令和元年度の取組内容
取組に対する課題及び
その対応策・取組方針

目標
年度

関係所属等
先導的
取組
事項

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理一覧表

171 10－⒇ 地域福祉計画の推進 ○ 福祉総務課

　第四次地域福祉計画の策定に向け、以下の
内容に取り組む。
①地域で生活している市民・団体等に対し
て、ニーズ調査を実施、地域課題等を把握す
る。
②「我が事・丸ごと」の地域づくり推進体制
の整備について調査・研究を行う。
③成年後見制度の利用の促進に関する法律に
基づく、成年後見制度の利用の促進に関する
施策についての基本的な計画に関する事項に
ついて調査・研究を行う。
④福祉のまちづくりひろばで抽出された福祉
課題の解決に向けた意見交換を行うととも
に、福祉課題について、より具体的な意見交
換が行えるよう、ひろばの参加者等を対象と
した学習会を実施する。

　ニーズ調査を実施し、地域における課題を
把握するとともに、「我が事・丸ごと」の地
域づくり推進体制の整備及び成年後見制度の
利用の促進に関する法律に基づく、成年後見
制度の利用の促進に関する施策についての基
本的な計画に関する事項の調査・研究等、次
期計画策定に向けた取組を着実に進める。
　また、地域福祉連絡調整会議、福祉のまち
づくりひろばで意見交換及び情報共有した内
容について、地域福祉計画推進委員会で情報
共有を図るなど、地域福祉計画を着実に推進
する。

－
全所属
社会福祉協議会

172 10－⒇ 担い手のネットワークの充実 社会福祉協議会

・登録ボランティアグループ連絡会を開催
し、ボランティアグループ間のネットワーク
を構築する（年４回）。
・企業の社会貢献事業のコーディネートを行
う。
・災害に備えた地域づくり講座として、民生
委員児童委員協議会、障害者団体協議会、障
害児者福祉施設協議会の共催で、マイ防災プ
ランの作成を専門家の協力を得て開催する。
・市域で活動する社会福祉法人で構成する地
域貢献委員会と社会福祉協議会が協力し、生
活困窮者支援のネットワークづくりを推進す
る。
・校区福祉委員長協議会、ボランティア部会
長会等が行う地域福祉活動推進のための情報
共有及び地域ニーズの把握並びにネットワー
クづくりを支援する。
・地域包括ケアシステムの実現に向け、CSW
が中心となって地域包括支援センター等、関
係機関とのネットワークづくりを推進する。

・教育・民間企業など異なる分野とのネット
ワークづくりが必要なため、関係機関等と協
議する。

－

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 33



連番 計画区分 主な活動・事業
新規
充実

担当所属 令和元年度の取組内容
取組に対する課題及び
その対応策・取組方針

目標
年度

関係所属等
先導的
取組
事項

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理一覧表

173 10－⒇ 地域福祉連絡調整会議の開催 福祉総務課

　より一層、地域福祉の向上を図るため、福
祉部門の関係課のみならず、危機管理、教育
等に関わる関係課と庁内横断的に情報共有を
図る、地域福祉連絡調整会議を開催する。
　また、国が進める「我が事・丸ごと」の地
域づくり推進事業及び成年後見制度の利用の
促進に関する法律に基づく、成年後見制度の
利用の促進に関する施策についての基本的な
計画に関する事項について、実務的な意見交
換を行う。

　庁内横断的に実施する事業について、地域
福祉連絡調整会議の部会で具体的な意見交換
を行うなど、当該連絡調整会議を効果的に活
用する。
　平成30年度の開催状況を踏まえ、より一
層、地域福祉の向上に資するよう、意見、情
報交換等を行うことで、第三次地域福祉計画
に基づく・施策・事業の円滑かつ効果的な実
施を図る。
　また、第四次地域福祉計画に位置付ける事
項等について意見、情報交換等を行い、次期
計画策定に向けた取組を着実に進める。

H31

人権文化課
市民活動振興室
危機管理室
産業振興室
健康政策課
保護課
高齢介護室
障害福祉課
こどもを守る課
子育て支援課
保育課
都市計画室
道路交通課
教育指導課
社会教育課
青少年課
社会福祉協議会

174 10－⒇ 福祉のまちづくりひろばの開催 福祉総務課

　福祉のまちづくりひろばで抽出された福祉
課題の解決に向けた意見交換を行うととも
に、福祉課題について、より具体的な意見交
換が行えるよう、ひろばの参加者等を対象と
した学習会を実施する。

　福祉のまちづくりひろばで意見交換された
福祉課題の解決策等について、ニュースレ
ターを作成及び周知する。
　平成30年度の開催状況を踏まえ、参加者の
増加や市民への周知、学習会の開催等を行う
ことで、より一層、地域における福祉課題及
び当該課題への対応その他地域福祉の推進に
関する協議の場としての充実を図る。

Ｒ１
市民活動振興室
社会福祉協議会

○

※  新規充実の「◎」は平成31年度からの新規の活動・事業、「○」は平成31年度から充実を図る活動・事業です。
※　目標年度の「－」については、現在実施中のものです。 34



１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 0 116 164 158 －

事業費 0 116 164 158 －

　より一層、地域福祉の向上を図るため、市民、団体、事業者等による情報共有、課題解決に向けた協議等を行う福祉のまちづくりひろばを開催する。
　また、地域協働協議会会員の福祉のまちづくりひろばへの参加依頼、地域協働協議会会員に向けた研修の実施等、地域協働協議会と連携して事業を推進する。

　福祉のまちづくりひろばで抽出された福祉課題の解決に向けた意見交換を行うとともに、福祉課題について、より具体的な意見交換が行えるよう、ひろばの参
加者等を対象とした学習会を実施する。

　福祉のまちづくりひろばで意見交換された福祉課題の解決策等について、ニュースレターを作成及び周知する。
　平成30年度の開催状況を踏まえ、参加者の増加や市民への周知、学習会の開催等を行うことで、より一層、地域における福祉課題及び当該課題への対応その他
地域福祉の推進に関する協議の場としての充実を図る。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

年度
 重点的に
 取り組む事項

問題を解決する協議の場の設置

担 当 課 福祉総務課 関係課等
市民活動振興室、社
会福祉協議会

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 「福祉のまちづくりひろば」の開催  先導的に
 取り組む事項

様々な力をつないで支える仕組み（分野を超えた地域包括ケ
ア）の充実

推進目標
「（仮称）福祉のまちづくりひろ
ば」を設置

目標達成
年度

令和 元
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 3,000 5,712 2,281 3,059 2,694

事業費 3,000 5,712 2,281 3,059 2,694

　市民の市政への参画を推進するためには、市民が必要とする情報を分かりやすく提供する必要があることから、これまでの市広報誌や市ホームページを中心と
した全市民を対象とした網羅的な行政情報・地域情報の発信に加え、若者を始め、市民が必要な情報を簡単に入手できるツールとして、平成29年11月から市公式
アプリを活用した情報発信を開始した。

・公共施設予約システムや健康管理システムとの連携、校区情報の拡大（市立保育所・幼稚園）など、更なる機能強化、利便性向上を図る。
・アプリの機能を活用した利用者アンケートを実施する。
・転入、入学などのタイミングを捉えたＰＲを行う。

　更なるアプリの機能強化及び周知方法の拡大について検討する。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

年度
 重点的に
 取り組む事項

多様なつながりをいかした情報伝達の推進

担 当 課 広報広聴課 関係課等
情報化推進課、子育て支援
課、健康推進室、保育課、学
務課

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 携帯端末用アプリケーションの構築・運用  先導的に
 取り組む事項

様々な力をつないで支える仕組み（分野を超えた地域包括ケ
ア）の充実

推進目標
「メールねやがわ」やスマートフォ
ンアプリを利用した情報配信の実施

目標達成
年度

令和 2
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 － － － － －

事業費 － － － － －

　「メールねやがわ」で子育て情報の配信を行う。広報広聴課・情報化推進課が構築した携帯端末用アプリケーションの機能の一部として、未就学児とその保護
者が利用できる施設、イベントの情報等を提供する。

　携帯端末用アプリケーションの一時保育予約システムをリラット・子育てリフレッシュ館で実施する一時預かり事業に活用している。
また、地域の親子が参加できるイベント情報を配信している。

・子育てリフレッシュ館で実施予定の一時預かり事業との連携を検討する。
・アプリに掲載する情報及びその掲載方法について検討する。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

年度
 重点的に
 取り組む事項

多様なつながりをいかした情報伝達の推進

担 当 課
子育て支援課、子育
てリフレッシュ館

関係課等
情報化推進課、広報
広聴課

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 子育てに関する携帯端末用アプリケーションの管理  先導的に
 取り組む事項

様々な力をつないで支える仕組み（分野を超えた地域包括ケ
ア）の充実

推進目標
「メールねやがわ」やスマートフォ
ンアプリを利用した情報配信の実施

目標達成
年度

令和 2
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 85,974 88,762 103,152 141,446 －

事業費 125,174 127,962 142,352 141,446 －

　既存の制度等では対応が困難な課題などに、より効果的に対応するため、社会福祉協議会が配置しているコミュニティソーシャルワーカーを現状の７人から12
人に増員する。

　援護を必要とする高齢者、障害者、子育て中の親などに、相談援助、必要なサービス等を行うため、社会福祉協議会に対しコミュニティソーシャルワーカー(Ｃ
ＳＷ)７人に係る補助金を交付する。
　また、ＣＳＷの体制について、高齢介護室が進める地域支え合い推進事業、国が進める「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業等の内容等も踏まえ、各事業
と連携、活用等することでＣＳＷの体制強化を図る。

　今後、ＣＳＷの体制等について、関連する事業の進捗状況及び社会福祉協議会への委託事業等の在り方、高齢介護室が進める地域支え合い推進事業、国が進め
る「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業等の内容等を踏まえ、調査・研究を行う。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

年度
 重点的に
 取り組む事項

推進役としてのコミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）
の体制・機能の強化

担 当 課 福祉総務課 関係課等 社会福祉協議会

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 コミュニティソーシャルワーカーの体制・機能の強化  先導的に
 取り組む事項

様々な力をつないで支える仕組み（分野を超えた地域包括ケ
ア）の充実

推進目標
コミュニティソーシャルワーカー
（ＣＳＷ）を７人から12人に増員

目標達成
年度

令和 元
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 0 0 0 － －

事業費 0 0 0 － －

　有償福祉活動を推進している、寝屋川高齢者サポートセンターの周知を図るため、関係機関・団体、介護保険事業所等で組織する、寝屋川高齢者サポートセン
ター運営協議会への協力を行う。

　寝屋川高齢者サポートセンター運営協議会に参加するとともに、市民への周知活動等への協力に取り組む。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

有償の活動、コミュニティビジネス等の推進

担 当 課 社会福祉協議会 関係課等 －

　有償福祉活動を推進している「寝屋川高齢者サポートセンター」について、市内の関係機関・団体、介護保険事業所等で組織する運営協議会に参加し、市民へ
の周知活動等への協力を行う。

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 寝屋川高齢者サポートセンターへの支援  先導的に
 取り組む事項

多様な受け手・担い手のニーズに応える地域福祉活動の推進

推進目標
様々な世代のニーズに対応する有償
活動の仕組みづくり

目標達成
年度

実施済み
 重点的に
 取り組む事項
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 0 3,516 2,922 2,922 2,922

事業費 3,202 3,516 3,541 3,541 3,541

　子育て応援リーダーにより、各子育て家庭の状況や子どもの発達段階に応じた適切な支援を行う。

　子育て応援リーダーの資質向上を図るため、引き続き、研修等を実施し、質の高い適切な支援を行う。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

子どもや若い世代が受け手・担い手となる活動の推進

担 当 課 子育て支援課 関係課等 －

　地域の人材を子育て応援リーダー（有償ボランティア）として育成・登録し、乳幼児健康診査会場での情報提供、保育所の送迎の同行支援など、各種子育て支
援事業の補助を行う。

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 子育て応援リーダー事業の推進  先導的に
 取り組む事項

多様な受けて・担い手のニーズに応える地域福祉活動の推進

推進目標 子育て応援リーダー活動等の推進
目標達成

年度
実施済み

 重点的に
 取り組む事項
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 280 231 231 231 －

事業費 1,120 924 924 924 －

・手話奉仕員養成講座（通訳コース）を実施する。
・要約筆記体験講座（寝屋川市、枚方市、交野市合同）を実施する。

・手話奉仕員養成講座（入門・基礎）終了後、通訳を目指すための場として、通訳コースの講座を実施するとともに、講座受講者の手話サークルへの参加を促す
など、継続した学習の場を提供する。
・講座を委託する団体（要約筆記）が不足しているため、３市（寝屋川市、枚方市、交野市）合同での実施により、講師の確保を図る。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

福祉・介護・子育てサービス等の従事者確保のための取組の
推進

担 当 課 障害福祉課 関係課等 社会福祉協議会

　担い手を増すため、手話による社会参加支援を行う手話奉仕員養成講座や、文字通訳を行う要約筆記の講習会を実施する。

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 担い手を増やしていくための学習機会の充実  先導的に
 取り組む事項

多様な受け手・担い手のニーズに応える地域福祉活動の推進

推進目標
生活支援・介護予防サービスの担い
手づくり

目標達成
年度

実施済み
 重点的に
 取り組む事項
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 51 51 51 51 51

事業費 86 86 86 86 86

・就業のための保育士研修を実施（４回）する。
・保育所現場における実習を実施する。
・民間保育所等への研修修了者の紹介を行う。

　平成30年度も研修受講者及びバンク登録者数が増加したことから、今年度もハローワーク枚方と連携・協力して保育士研修を実施するなど、より一層、研修内
容の充実を図るなど、本事業を活用した保育士確保に努める。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

福祉・介護・子育てサービス等の従事者確保のための取組の
推進

担 当 課 保育課 関係課等 －

　地域の潜在保育士(保育士資格を持ちながら、結婚・子育て等の理由により現場を離れている人)が円滑に就業できるよう、研修を実施し、修了者を需要のある
民間保育所等に紹介することなどにより、保育士確保による待機児童の解消を図る。

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 保育士バンク事業の実施  先導的に
 取り組む事項

多様な受け手・担い手のニーズに応える地域福祉活動の推進

推進目標
生活支援・介護予防サービスの担い
手づくりの実施

目標達成
年度

実施済み
 重点的に
 取り組む事項
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 0 0 0 － －

事業費 0 0 0 － －

　生活の中での様々な困りごとや福祉課題を、地域、ボランティア等により支え合う人材の養成を行う。

・ボランティア講座の開催
　国土交通大臣認定運転協力者講習会（年３回）／運転協力者現任研修会／ボランティア講座基礎Ⅰ／ボランティア講座基礎Ⅱ／ボランティア講座シニア編／災
害ボランティアセンタースタッフ養成講座／傾聴基礎講座
・各校区福祉委員会活動において、研修や講座の実施
・まちかど福祉相談員養成研修の開催　など

・地域を支える担い手を増やし、生活の様々な困りごとを早期に発見する仕組みづくりや、福祉課題を抱える人の気持ちに寄り添うことが必要である。
・仕組みづくりや担い手づくりのための専門職が必要なため、必要な人員数の根拠、効果等を検証した上で、関係機関等と協議する。
・講座の企画、広報活動等の改善を図る。
（※将来的に、元気アップ介護予防サポーター活動の役割や機能を充実させるとともに、地域活動との連携を図る。）

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

年度
 重点的に
 取り組む事項

福祉・介護・子育てサービス等の従事者確保のための取組の
推進

担 当 課 社会福祉協議会 関係課等 高齢介護室・障害福祉課

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 地域福祉活動や各種ボランティア活動の新たな担い手を養成  先導的に
 取り組む事項

多様な受け手・担い手のニーズに応える地域福祉活動の推進

推進目標
生活支援・介護予防サービスの担い
手づくりの実施

目標達成
年度

令和 2

43



１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 0 0 － － －

事業費 0 30 － － －

　社会福祉士、保健師養成の為の実習生を随時受入れを実施する。また、大阪府社会福祉協議会と連携して短期インターンシップ生（主に大学１～2回生）の受入
れを行う。

　実習指導者を養成するための講習会を受講し、社会福祉士実習の受入れ体制を強化するなど、実習生を受け入れる職場体制を整備する。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

福祉・介護・子育てサービス等の従事者確保のための取組の
推進

担 当 課 社会福祉協議会 関係課等 －

　社会福祉士実習生の受入れ、相談援助、地域福祉活動等の実習プログラムを提供し、福祉専門職を育成する。

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 社会福祉士実習生の受入れ  先導的に
 取り組む事項

多様な受け手・担い手のニーズに応える地域福祉活動の推進

推進目標
生活支援・介護予防サービスの担い
手づくりの実施

目標達成
年度

実施済み
 重点的に
 取り組む事項
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 38,081 41,531 42,431 40,981 40,981

事業費 152,326 166,125 169,721 163,924 163,924

　屋外での移動が困難な障害者等に対し、外出のための支援を行うことにより、地域生活における自立と社会参加を促進する。

　個々の状況を踏まえつつ、基準に基づき、適正な支給決定を行う。
　また、要綱等に基づき、適切に事業を実施する。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

有償の活動、コミュニティビジネス等の推進

担 当 課 障害福祉課 関係課等 －

　屋外での移動が困難な障害者等について、外出のための支援を行うことにより、地域における社会参加や自立生活を促す。
 (社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出の移動を支援する。）
　利用者負担有　4,300円/月　　非課税及び保護世帯　0円

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 移動支援事業の実施  先導的に
 取り組む事項

多様な受け手・担い手のニーズに応える地域福祉活動の推進

推進目標 福祉有償運送サービスの推進
目標達成

年度
実施済み

 重点的に
 取り組む事項
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 5,010 2,408 2,394 2,538 2,538

事業費 5,010 2,408 2,394 2,538 2,538

　事業を継続的に実施するため、事業実施主体である自治会等の意見・課題を把握する。

　自治会等実施団体からの相談に対応する。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

有償の活動、コミュニティビジネス等の推進

担 当 課 高齢介護室 関係課等 －

　環境上・身体上の問題で買物等が困難である人を、商店等への送迎により支援するため、介護予防や閉じこもり予防を推進する自治会の連合体等に対し、車両
の貸与等を行う。

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 買い物等外出促進事業  先導的に
 取り組む事項

多様な受け手・担い手のニーズに応える地域福祉活動の推進

推進目標 福祉有償運送サービスの推進
目標達成

年度
実施済み

 重点的に
 取り組む事項
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 8,862 9,098 7,891 7,860 7,860

事業費 8,862 9,098 7,891 7,860 7,860

　地域のボランティアの協力の下、福祉車両６台を用い、高齢者の外出を支援する高齢者外出援助サービス事業を実施する。

　事業の担い手である地域のボランティア活動者の高齢化が進み、担い手となる運転ボランティアが不足しているため、事業の周知と併せて、より一層、ボラン
ティアを募集する。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

有償の活動、コミュニティビジネス等の推進

担 当 課 高齢介護室 関係課等 障害福祉課、社会福祉協議会

　地域のボランティアの協力の下、福祉車両６台を用い、高齢者の外出を支援する高齢者外出援助サービス事業を実施する。

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 福祉有償運送サービスの推進  先導的に
 取り組む事項

多様な受け手・担い手のニーズに応える地域福祉活動の推進

推進目標 福祉有償運送サービスの推進
目標達成

年度
実施済み

 重点的に
 取り組む事項
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 1,181 1,287 1,076 1,161 1,161

事業費 4,719 5,145 4,303 4,644 4,644

　地域のボランティアの協力の下、福祉車両３台を用い、障害者等の移動を支援する移送サービス事業を実施する。

　事業の担い手である地域のボランティア活動者の高齢化が進み、担い手となる運転ボランティアが不足している。
　担い手不足を解消するため積極的な募集ＰＲを行うとともに、ボランティア養成研修の充実を図る。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

有償の活動、コミュニティビジネス等の推進

担 当 課 障害福祉課 関係課等 高齢介護室、社会福祉協議会

　地域のボランティアの協力の下、福祉車両３台を用い、障害者等の移動を支援する移送サービス事業を実施する。

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 福祉有償運送サービスの推進  先導的に
 取り組む事項

多様な受け手・担い手のニーズに応える地域福祉活動の推進

推進目標 福祉有償運送サービスの推進
目標達成

年度
実施済み

 重点的に
 取り組む事項
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 410 410 410 410 410

事業費 410 410 410 410 410

　避難行動要支援者名簿の登録同意率を37パーセントから50パーセントに向上させ、自主防災組織等の見守り等を促進する。
　また、災害発生時に避難行動要支援者名簿による安否確認が迅速かつ的確に行えるよう、安否確認に必要なマニュアルを作成し、安否確認が行える仕組みを構
築する。

　避難行動要支援者名簿への登録同意率の向上を図るため、避難行動要支援者等に周知・啓発する。

　避難行動要支援者名簿への登録同意率の向上を図るため、分かりやすいか名簿登録の同意書を検討し、送付する。
　また、避難行動要支援者名簿の重要性を出前講座により避難行動要支援者等に周知・啓発する。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

年度
 重点的に
 取り組む事項

災害時の支援体制の充実

担 当 課 危機管理室 関係課等 高齢介護室、障害福祉課

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 避難行動要支援者名簿の同意率の向上  先導的に
 取り組む事項

災害時・緊急時の支援の充実

推進目標
避難行動要支援者名簿の同意率を
37％から50％へ上昇

目標達成
年度

令和 2
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 0 0 0 － －

事業費 0 0 0 － －

　災害時にボランティアによる人材を効率よく応急・復旧事業に活用するため、社会福祉協議会と災害時のボランティアの窓口となるボランティアセンターの設
置・運営に関する協定書を締結し、災害時の支援体制を整備する。

　災害時におけるボランティアセンターの設置・運営に関する協定書に基づく訓練等が行えるよう社会福祉協議会と連携を図る。

　社会福祉協議会と連携し、実践的な訓練及び机上訓練等を検討する。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

年度
 重点的に
 取り組む事項

災害時の支援体制の充実

担 当 課 危機管理室 関係課等
福祉総務課、社会福
祉協議会

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 災害時の連携に関する協定締結等による支援体制づくり  先導的に
 取り組む事項

災害時・緊急時の支援の充実

推進目標
災害時の連携に関する協定締結等に
よる支援体制づくり

目標達成
年度

令和 元
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 0 0 0 0 －

事業費 0 0 0 0 －

　市内特別養護老人ホームと福祉避難所の協定を締結する（平成30年５月末時点で12か所と締結）。
　引き続き、関係課と連携を図り、避難所運営マニュアルを整備する。

　福祉避難所における支援者の確保、被災者をどの福祉避難所へ避難させるかの判断、多様なニーズを持つ被災者への対応等について、他市のマニュアル、東日
本大震災、熊本地震等の事例を参考に、関係課、介護事業者等との連携の下、避難所運営マニュアルを整備する。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

災害時の支援体制の充実

担 当 課 高齢介護室 関係課等
危機管理室、障害福
祉課

　災害時に支援を要する人に配慮した避難所等の整備を行う。

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 福祉避難所の整備  先導的に
 取り組む事項

災害時・緊急時の支援の充実

推進目標
災害時の連携に関する協定締結等に
よる支援体制づくり

目標達成
年度

実施済み
 重点的に
 取り組む事項
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 0 0 0 － －

事業費 0 0 0 － －

　市内の障害者施設と福祉避難所の協定を締結する（平成30年５月末時点で13か所と締結）。
　引き続き、関係課と連携を図り、避難所運営マニュアルを整備する

　福祉避難所における支援者の確保、被災者をどの福祉避難所へ避難させるかの判断、多様なニーズを持つ被災者への対応等について、他市のマニュアル、東日
本大震災、熊本地震等の事例を参考に、関係課、障害福祉サービス事業者との連携の下、避難所運営マニュアルを整備する。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

災害時の支援体制の充実

担 当 課 障害福祉課 関係課等
危機管理室、高齢介
護室

　災害時に支援を要する人に配慮した避難所等の整備を行う。

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 災害時の連携に関する協定締結等による支援体制づくりの実施  先導的に
 取り組む事項

災害時・緊急時の支援の充実

推進目標
災害時の連携に関する協定締結等に
よる支援体制づくり

目標達成
年度

実施済み
 重点的に
 取り組む事項
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 0 0 0 － －

事業費 0 0 0 － －

　大規模災害の発生時には市・社協の協議の上、災害ボランティアセンターの設置・運営に関して、市・社協連携の災害時の支援体制の在り方について協定を締
結しており、災害時の災害ボランティアセンター設置・運営に関して必要な整備を図る。

　災害時の地域支援体制づくりについて危機管理室と協議する。
　災害時に備えた地域づくりの為の講座を開催する。
　災害ボランティアセンター設置運営訓練を市域で実施する。
　大阪府社会福祉協議会が災害時に情報通信技術として活用しているeコミュニティ・プラットフォームを導入し、平時から災害時を想定して、社会資源や要配慮
書情報の可視化に備える。

　災害ボランティア活動に関しては、活動の特殊性から、訓練、資機材の管理、操作手順の確認など、災害ボランティアセンターの体制構築に向けた取組を検討
する。
　eコミュニティ・プラットフォームについては災害時の対応だけでなく、校区福祉委員会が実施する小地域福祉活動に役立てていけるよう検討する。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

年度
 重点的に
 取り組む事項

災害時の支援体制の充実

担 当 課 社会福祉協議会 関係課等 福祉総務課、危機管理室、高
齢介護室、障害福祉課

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 災害時の連携に関する協定締結等による支援体制づくり  先導的に
 取り組む事項

災害時・緊急時の支援の充実

推進目標
災害時の連携に関する協定締結等に
よる支援体制づくり

目標達成
年度

平成 29
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 0 0 0 － －

事業費 0 0 0 － －

　緊急時安否確認（かぎ預かり）事業において、情報共有の在り方を検討し、一人暮らし高齢者調査との連携を図る。

　緊急時に要援護者を適切に保護するため、緊急時安否確認（かぎ預かり）事業協力施設と校区福祉委員会との合同会議及び各校区福祉委員会の会議において、
事業の目的の確認、意見交換を行い、事業の対象拡大の検討等の課題整理を行う。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

災害時の支援体制の充実

担 当 課 社会福祉協議会 関係課等 －

　緊急対応時を想定し、地域の見守り活動において異変に気づいた際の対応方法、施設での鍵の受渡し等の模擬訓練を実施する。
　また、模擬訓練を通じて、校区福祉委員や施設職員、関係者が対応の手順、方法等について共に確認を行い、見守りネットワークの充実を図る。

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 緊急時安否確認（かぎ預かり）事業  先導的に
 取り組む事項

災害時・緊急時の支援の充実

推進目標
災害時の連携に関する協定締結等に
よる支援体制づくり

目標達成
年度

実施済み
 重点的に
 取り組む事項
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 0 371 107 － －

事業費 0 371 107 － －

　校区地域協働協議会（防災に関する部会）において、避難所開設・運営マニュアルの作成し、マニュアルに基づいた避難訓練を実施するなど、地域の実情に応
じた災害時の避難所開設・運営に取り組む。

　大規模災害時に地域住民による効率的でスムーズな避難所開設・運営を行えるよう、各地域協働協議会での実践的な避難所開設・運営訓練を支援する。

　マニュアル作成済みの全校区地域協働協議会への、効率的かつ効果的な避難所開設訓練の実施を支援する。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

年度
 重点的に
 取り組む事項

災害時の支援体制の充実

担 当 課 危機管理室 関係課等 －

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 地域防災組織での災害時の要支援者を含めた避難訓練  先導的に
 取り組む事項

災害時・緊急時の支援の充実

推進目標
地域防災組織での災害時の要支援者
を含めた避難訓練

目標達成
年度

平成 32
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 2,141 1,583 1,170 0 0

事業費 4,281 3,164 2,341 0 0

　小中学校休業日等学習支援事業等、教育委員会と連携を図りながら、生活困窮世帯の子どもに対する学習支援を実施する。

　学習習慣の定着には、子どもへの地道な働きかけと同時に家庭への支援が重要なことも多く、両者のバランスを見ながら支援を行う。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

様々な資源をいかした自立支援の推進

担 当 課 保護課 関係課等
こどもを守る課、青少年
課、社会福祉協議会

　生活困窮世帯の子どもに対して、基礎的学力及び学習習慣を身に付けるための学習支援事業を実施する。

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 生活困窮者自立支援のための子どもの学習支援の実施  先導的に
 取り組む事項

生活困窮からの自立に向けた包括的な支援の充実

推進目標
生活困窮者自立支援のための子ども
の学習支援の実施

目標達成
年度

実施済み
 重点的に
 取り組む事項
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 0 0 84 84 －

事業費 0 0 336 336 －

　障害（児）者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、様々な支援を切れ目なく提供できる仕組みの構築、地域の事業者が機能を分担して面的な支援を行う
体制等の整備を推進する。

　地域生活支援拠点等プロジェクト会議において検討した、市地域生活支援拠点システムの整備として「地域生活あんしん支援システム事業」及び「体験宿泊プ
ログラム事業」を行う。

　関係機関の相談支援体制の充実を図り、24時間365日、連絡できる体制の検討を行うとともに、必要な方が安心して体験宿泊ができるよう居室の確保及び対応の
体制整備を進める。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

年度
 重点的に
 取り組む事項

住まいの確保への支援の充実

担 当 課 障害福祉課 関係課等 －

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 地域生活支援拠点等の整備  先導的に
 取り組む事項

生活困窮からの自立に向けた包括的な支援の充実

推進目標 障害者の地域生活支援拠点等の整備
目標達成

年度
令和 2

57



１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 0 0 0 0 －

事業費 0 0 0 0 －

　成年後見制度法人後見支援事業については、障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業における必須事業であり、成年後見制度における後見等の業務を適正
に行うことができる法人を確保できる体制を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援することで、障害者の権利擁護を図ることを目
的とする。
　現状としては、判断能力が十分でない人の財産管理及び身上監護を支援する成年後見人の数が十分ではなく、後見人選定に時間が掛かる実態がある。

　成年後見制度について、利用実態の現状やニーズを把握・分析し、実施について検討する。

　成年後見制度の利用、地域のニーズ等の実態把握を行う。
　また、法人後見について理解の促進に努め、法人後見を推進するための検討会議の実施及び法人後見の活動を実施するための組織体制を構築する。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

年度
 重点的に
 取り組む事項

後見的支援、日常生活支援等の体制の充実

担 当 課 障害福祉課 関係課等 福祉総務課、高齢介護室

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 成年後見制度法人後見支援事業  先導的に
 取り組む事項

権利擁護システムの推進

推進目標 法人後見実施主体の設立支援
目標達成

年度
令和 2
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１　活動・事業の概要

２　平成31年度の取組内容

３　２に対する課題及びその対応策・取組方針

４　事業費及び財源内訳の計画内容 （単位：千円）

※　令和２年度以降は見込み

うち市負担額 0 0 0 0 －

事業費 0 0 0 0 －

　誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、認知症などにより判断能力が十分でない人の生活を支援するため、市民後見人等の養成を含めた権利擁護体制
の充実に向けた検討を行う。

　成年後見制度の市長申立て及び地域包括支援センターの取組を通じて、成年後見制度の利用促進を図るとともに、権利擁護体制の充実に向け、他市における体
制の把握を行う。

　他市の状況等の把握を行う。

H28予算 H29予算 H30予算 R１予算 R２予算

年度
 重点的に
 取り組む事項

後見的支援、日常生活支援等の体制の充実

担 当 課 高齢介護室 関係課等 福祉総務課、障害福祉課

第三次地域福祉計画の活動・事業進捗管理シート（先導的取組事項）

活動・事業名 市民後見人の養成  先導的に
 取り組む事項

権利擁護システムの推進

推進目標 市民後見人等の養成
目標達成

年度
令和 2
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ＴＥＬ 072-824-1181（代表）

第三次寝屋川市地域福祉計画　活動・事業進捗管理

寝屋川市福祉部福祉総務課

〒572-8566　寝屋川市池田西町24番５号

ＦＡＸ 072-838-9800

ＵＲＬ
http://www.city.neyagawa.osaka.jp/organization_list/fukushi/fu
kushisomuka/chiikifukushi_kekaku/minnagatunagaru_tiikihukuship
lan/dai3jitiikihukushikeikakushinchokukanri.html

E-mail fukushi@city.neyagawa.osaka.jp


